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第１章 序論 第１章 序論 第１章 序論 第１章 序論 

 

1 .1 研 究 の 背 景  

我 が 国 で は ， 高 度 成長 以 降に 着 実 に 整備 さ れ た イ ン フ ラ が 膨 大 に 存 在 し ，

こ れ ら の イ ン フ ラ が 国 土 保 全 や 社 会 経 済 活 動 ， 生 活 を 支 え て い る 。 一 方 ，

こ れ ら イ ン フ ラ の 多 く で 老 朽 化 す る こ と が 懸 念 さ れ て お り ， こ れ ら の 安 全

性・信 頼 性 を 確 保 し な が ら ，戦略 的 な 取 組 を 進 め る こ と が 求 め ら れ て い る 。

こ の よ う な 状 況 か ら ， 国 は 2 0 1 3 年 （ 平成 2 5 年 11 月 ） に 「 イ ン フ ラ 長 寿

命 化 計 画 」 を 策 定 し た 。 本 計 画 は ， イ ン フ ラ 各 管 理 者 が 実 施 す る 長 寿 命 化

計 画 （ 行 動 計 画 ） 策 定 ，個別 施 設毎 の 長 寿 命 化 計 画 策 定 ， 基 準・ 法 令 等 の

整備 ， 情報 基 盤 の 整備 お よ び 新 技 術 の 開 発 ・ 導 入 等 と い っ た 2 0 3 0 年頃 ま

で の ロ ー ド マ ップ が 示 さ れ た も の で あ る

1 - 1 )
。  

 水 産 基 盤 施 設 （ 漁 港 ・ 漁 場 施 設 ） を所 管 す る 水 産 庁 は ，前 述の イ ン フ ラ

長 寿 命 化 基 本 計 画 に 基 づ き ，翌年（平 成 2 6 年 8 月 ），水 産 基 盤 施 設 に 関わ

る 維 持 管 理 ・ 更 新 等 を 着 実 に 推 進 す る た め の 中 期 的 な 取 組 の 方向 性 と し て ，

イ ン フ ラ 長 寿 命 化 計 画 （ 行 動 計 画 ）（ 以 下 ，「 行 動 計 画 」 と い う ） を 策 定 し

た 。 本 行 動 計 画 は ， 水 産 庁 が 所 管 す る 水 産 基 盤 施 設 （ 漁 港 ・ 漁 場 施 設 ， お

よ び 海 岸保 全 施 設 ）の 長 寿 命 化 と ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト の 縮 減 を 推 進 す る

た め に ，「 点 検 ・ 診 断 ／ 修 繕 ・ 更 新 等 」，「 基 準 類 の 整 備 」，「 情 報 基 盤 の 整

備と 活 用 」，「 個別 施 設 計 画 の 作 成」，「 新 技 術 の 開 発 ・ 導 入 」，「予 算 管 理 」，

「 体 制 の 構 築 」 お よ び 「 法 令 等 の 整 備 」 の 各 取 組 を 計 画 し た も の で あ る

（ 2 0 1 4～ 2 0 2 0 年 度 （平 成 2 6～ 3 2 年 度 ））

1 - 2 )
。  

水 産 基 盤 施 設 （ 漁 港 ・ 漁 場 施 設 ） は 膨 大 で あ り ， 今 後 ， 老 朽 化 を 伴 う 維

持 管 理 ・ 更 新 等 が 大 き な 問題 に な っ て く る こ と が 懸 念 さ れ て い る 。梅津 ら

1 - 3 )
は ， 全 国 約 3 , 0 0 0 漁 港 に 存 在 す る 漁 港 施 設 （ 外 郭 施 設 ， 係 留 施 設 ） が

1 9 6 0 年 頃 か ら ， そ の建 設 延 長 が 急激 に 増 加 し始 め ， 1 9 8 0 年頃 に ピ ー ク と

な っ た こ と を 整 理 し ，こ れ ら が 2 0 1 0～ 2 0 3 0 年 に 建 設 後 5 0 年 を 迎 え る 施 設

が 増 加 し て い く こ と ， 維 持 管 理 ・ 更 新 へ の 対応 が 喫緊 の課 題 で あ る こ と を

報告 し て い る 。  

こ の よ う な 状 況 か ら ，水 産 庁 は ，前 述 の 行 動 計 画 に 先 立 っ て ，2 0 0 8 年 度
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（平成 2 0 年 度 ） に 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 事 業 （ 水 産 物 供 給

基 盤 機 能 保 全 事 業 ） を 創 設 し ， 水 産 基 盤 施 設 に 対 し て ， 施 設 の 長 寿 命 化 ，

ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト 縮 減 や 平 準化 を 目 的 と し た 「 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク

マ ネ ジ メ ン ト 」 を 導 入 し た 。 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト （ 以 下 ，

「 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 」 と い う 。） は ， 現 在 の 老 朽 化 把 握 や 将 来 の 老 朽

化予 測 等 の 機 能 診 断 と ， こ れ ら を踏 ま え た 機 能 保 全 計 画 の 策 定 が 重 要 で あ

る 。 ま た ， ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト と い う 新 た な 考 え 方 に 基 づ い た 機 能 保 全

対 策 事 業 を 円 滑に 推 進 し て い く た め ，機 能 保 全 対 策 事 業 に 関 わ る 手 続 き と

調製 す べき 資 料の 内容 等 を解 説 す る「 機 能 保 全 計 画 策 定 の 手 引 き（ 案 ）」（ 以

下 ，「 手 引 き（ 案 ）」と い う ）を 2 0 0 9 年（ 平成 2 1 年 ）に と り ま と め た 。さ

ら に ， 2 0 1 2 年 （ 平 成 2 4 年 ） に は ， ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 導 入 の 必 要 性 や

機 能 診 断 か ら 機 能 保 全 計 画 策 定 に 至 る 手 順 と 実 施 す べ き 内 容 等 を 整 理 し

た 「 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト の た め の ガ イ ド ラ イ ン （ 案 ）」（ 以

下 ，「 ガ イ ド ラ イ ン （ 案 ）」 と い う ） を と り ま と め ， ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト

に 対 す る関 係 者 の 理解 促 進 が 図 ら れ た と こ ろで あ る 。  

こ の 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 事 業 の 創 設当 初は ， 現 在 の 老 朽

化 を ど う評 価 す る か ， 持 ち合 わ せて い る 知 見・経 験 が 異な る 管 理 者 間の 評

価 の バ ラ ツ キ を ど う 抑 制 す る か （ 評 価 基 準 ）， 管 理 者 の 負 担 を 軽 減 で き る

か （ 評 価 体 制 ）， 策 定 し た 機 能 保 全 計 画 に 基 づ き 管 理 者 が 適 切 に 維 持 管 理

を 行 う た め の 支援 をど う す る か 等 ， ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト に 関わ る 基 本 的

な 技 術 の普 及 が重 要 視 さ れ て い た

1 - 4 ) , 5 )
。  

現 在 に 至 る ま で の 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト に 関 わ る 経 緯 は ，

イ ン フ ラ 長 寿 命 化 基 本 計 画 ，行 動 計 画 策 定 を 含め ，表 1 - 1 の と お り で あ り ，

行 動 計 画 策 定 後 の 2 0 1 5 年 （平 成 2 7 年 ） に は ， 手 引 き （ 案 ）， ガ イ ド ラ イ

ン （ 案 ） と も に 改 定 さ れ て い る 。 こ れ ら 改 定 さ れ た 水 産 基 盤 施 設 機 能 保 全

計 画 策 定 の 手 引 き （ 以 下 ，「 手 引 き 」 と い う ） と 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ

ネ ジ メ ン ト の た め の ガ イ ド ラ イ ン （ 以 下 ，「 ガ イ ド ラ イ ン 」 と い う ） は ，

新 た に 対 象 と な っ た 施 設 へ の 対 応 ， 他 分 野 等 の 動 き や 最 新 情 報 へ の 更 新 ，

お よ び 事例 追 加等 で あ っ た 。 図 1 . 1 に ガ イ ド ラ イ ン を 参考 に 作成 し た ス ト

ッ ク マ ネ ジ メ ン ト の課 題 と ガ イ ド ラ イ ン で の 対 応 を 示 し た 。 図 よ り ，最 新
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年月 主な動き

2008年（平成20年）4月 水産基盤ストックマネジメント事業（水産物供給基盤機能保全事業）の創設

2009年（平成21年）4月 機能保全計画策定の手引き（案）策定

機能保全計画策定の手引き（案）策定機能保全計画策定の手引き（案）策定

機能保全計画策定の手引き（案）策定

2010年（平成22年）4月 水産基盤ストックマネジメント事業費用便益分析の考え方と暫定例（暫定版）の策定

2012年（平成24年）１月 漁業集落排水処理施設におけるストックマネジメントの手引き（案）の策定

新たな水産基本計画（水産基本計画の変更）策定

漁港漁場整備事業の推進に関する基本方針の変更

新たな漁港漁場整備長期計画策定

水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（案）の策定

水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（案）の策定水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（案）の策定

水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（案）の策定

機能保全計画策定の手引き（案）の改定

機能保全計画策定の手引き（案）の改定機能保全計画策定の手引き（案）の改定

機能保全計画策定の手引き（案）の改定

2013年（平成25年）11月 インフラ長寿命化基本計画の策定

2014年（平成26年）4月 水産物供給基盤機能保全事業の対象拡充

2014年（平成26年）8月 水産庁インフラ長寿命化計画（行動計画）の策定

水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドラインの改訂

水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドラインの改訂水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドラインの改訂

水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドラインの改訂

水産基盤施設機能保全計画策定の手引きの改訂

水産基盤施設機能保全計画策定の手引きの改訂水産基盤施設機能保全計画策定の手引きの改訂

水産基盤施設機能保全計画策定の手引きの改訂

2012年（平成24年）3月

2012年（平成24年）10月

2015年（平成27年）5月

の 知 見 を 踏 ま え ，「 新 た な 対 象 施 設 や 付 帯 設 備 の 評 価 基 準 や 情 報 を 明 示 ，

ま た は 追 加 」，「 簡 易 な 機 能 診 断 手 法 の 情 報 追 加 」，「 予 防 保 全 の 考 え 方 や

機 能 保 全レ ベ ル の 設 定 」 お よ び 「 老 朽 化 予 測 が 必 須と 明示 」 等 ，改 定時 点

で 可 能 な限 り ， 対 応し た も の と な っ て い る

1 - 6 ) , 7 )
。  

 

表 1 - 1  水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト を 巡 る 主 な 動 き  
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・予防保全による対策の考え方が不明確で、供用期間中の長期的

な機能保全対策のシナリオ設定が難しい。また、機能保全レベルが

わかりにくい

・対象施設の保全対策（特に現段階での対策不要施設）の検討が徹

底されず、LCCの積上げが不十分となる恐れがある

・水産基盤施設の主要構造形式であるコンクリート構造物（特に無筋

コンクリート）に対する老朽化予測手法が十分に確立されておらず、

将来的な性能低下やそれに伴う適切な保全対策時期の設定が難し

い

・既に耐用年数を経過した施設の老朽化予測のやり方がわから

ない

・更新時期を迎える施設増大に伴い、保全対策の実施時期が集中し

た場合における対策コストの平準化方法が確立されていない

計画策定における課題

本ガイドラインにおける対応

機能診断における課題

・管理者における維持管理の専門的技術者不足。日常管理体制が

不十分

・施設の日常管理の考え方、機能診断や日常点検に関する調査

データの蓄積が不十分で、有効活用されていない

・対策工法の選定やLCC算定が複雑であり、対策費用の作業が煩

雑

施設管理における課題

将来的課題ストックマネジメントにおける主な技術上の課題

・新たな補助対象施設の評価基準等が整理されていない

・簡便な機能診断方法が十分に確立されておらず、機能診断の

実施にあたり高度な技術や高額な費用、時間を要する

・附帯施設等の老朽化度評価基準が未設定、詳細調査に係る

情報が少ない

・水産基盤施設の特性

※

を踏まえた機能や性能（特に使用性）に

関する評価方法が確立されていない

・予防保全による対策の考え方を明記

・対象施設毎に機能保全レベルを設定

し、これらを健全度によりタイプ分けする

方法を提示

・現段階で保全対策不要施設に対しても

長期的保全対策を検討することを提示

・機能診断結果に応じて適切な老朽化予

測手法を適用することを提示・追加

・施設優先度を設定することを提示

・本ガイドラインによりストックマネジメント

の知見の普及を図ることを提示

・漁業関係者等と連携することを提示

・日常管理における点検の種類等や応

急措置の実施について明確化

・施設情報の管理のあり方について提示

・解決策の一つとしてのデータベース化

の事例を提示

・今後の研究・開発の進展

に応じて、関連技術の集

積・普及を図る

※水産基盤施設の主な特性

【構造面】

・長大な構造物が多く、多様な

構造形式（その多くがコンク

リート構造物）である

・波浪による物理的な老朽化、

海水による化学的腐食に起因

した表層部の老朽化が生じや

すい

【利用面】

・地域住民の生活基盤、遊漁

者をはじめとする海洋性レクリ

エーションなどの交流拠点、災

害時における防災拠点などと

しても多様に利用され、施設の

老朽化が、第三者被害を及ぼ

すことがある

【管理面】

・管理者の多くは、専門的な知

識を有する技術者が不足して

おり、施設の日常管理を専門

的技術者が実施しない場合が

ある

・簡易な機能診断手法(非破壊試験手法) 

の事例を追加・充実

・附帯施設の老朽化度評価基準、判定

事例や詳細調査に係る情報を追加

・耐用年数を経過した施設の老朽化予測

の事例を提示

・新たな補助対象施設の評価基準を整

理し、老朽化度評価等を追加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 - 1  ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト に お け る 課 題 と ガ イ ド ラ イ ン で の 対 応  

  

し か し な が ら ， 図 1 - 1 に 示 す よ う に ， こ の 時 点 に お い て も将 来 的課 題と

し て ，「 今 後 の 研究・ 開 発 の 進 展に 応 じて ，関 連 技 術 の 集積 ・普 及 を 図 る 」

と さ れ て い る よ う に ，機 能 診 断 手 法 の 技 術 開 発 へ の 期待 が あ っ た 。こ れ は ，

こ れ ま で の 漁 港 施 設 の 維 持 管 理 は ， 対象 の 主 要 構 造形 式が 無 筋コ ン クリ ー

ト で あ る こ と ， 新 規・改良 整 備に よ る投 資 が 中 心 で あ っ た た め ， 事 後 保 全

的 な 管 理 が 浸 透 し て お り ， 定 期 的 な 機 能 診 断 を 行 っ て こ な か っ た こ と ，加

え て ， 図 1 - 1 に 示 す 構 造 面や 管 理面 の特 徴 が あ っ た こ と 等 が あ る も の と 考

え ら れ る 。 さ ら に ， 今 日で は 漁 港 に 求 め ら れ る 機 能 が 多様 化 し て お り ，単

に 漁 船 の 係 留 だけ で な く ， 地 域 住民 の生 活 基 盤 ，消費 者ニ ー ズに 対 応し た

衛生 管 理 の 高 度 化 ， 防 波 堤 等 を 利活 用 し た 藻場 造 成等 の環 境 調和 ，海洋 性

レク リ エー シ ョン など の 交流 拠 点 ，災害 時 に お け る 防 災拠 点 と い っ た 多 様

な 活 用 が 求 め ら れ て お り

1 - 8 )
， そ れ ぞ れ の 施 設 の 機 能 を 適 切 に 維 持 し て い

く こ と が 必 要 と な っ て い る 。  
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一 方 ， 現 状 で の 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 事 業 の 対 象 施 設 は ，

漁 港 施 設 ， 漁 場 施 設 ， 漁 業 集 落 環 境 施 設 ， 海 岸 保 全 施 設 と さ れ る

1 - 6 )
。 ガ

イ ド ラ イ ン で は 漁 港 施 設 ， 漁 場 施 設 を 対 象 と し て お り

1 - 7 )
， 表 1 - 2 の と お

り で あ る 。  

三上 ら

1 - 9 )
に よ る と ， 漁 港 施 設 の 総延 長 の 約 5 割が 無 筋 コ ン ク リー ト 構

造 物 で あ る と さ れ ，そ の 他全 て の 施 設 で も 主 要 な 構成 材料 が 無筋 コ ン ク リ

ー ト 構 造 と さ れ る 。 そ の た め ， 本 論 文 で は ， 漁 港 施 設 に お け る 機 能 診 断 に

適 用 可 能 な 機 能 診 断 手 法 と し て ， よ り 延 長 が 長 い 防 波 堤 等 の 外郭 施 設 ， な

か で も 無筋 コ ン ク リー ト 構 造 物 に着 目 し て い る 。  

 

表 1 - 2  ガ イ ド ラ イ ン の 対 象 施 設  

分野 対象施設 対象範囲

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、陸閘、

護岸

注）

、堤防、突堤及び胸壁等

係留施設

岸壁、物揚場、係船浮標、係船くい、桟橋、浮桟橋及び船

揚場

水域施設 航路、泊地及び附帯施設（サンドポケット等）

輸送施設 道路、橋梁及びトンネル

漁港施設用地 護岸及び人工地盤

漁港浄化施設 公害の防止のための導水施設その他の浄化施設

増殖場 消波施設等及び中間育成施設

養殖場 消波施設等及び区画施設

漁港漁場

施設

外郭施設

注）本ガイドラインでは、航路護岸、泊地護岸及び漁港施設用地の護岸の機能診断等について

は、外郭施設の護岸に準じた取り扱いとする。また、人工地盤の機能診断等については、輸送

施設の橋梁に準じた取り扱いとする。
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①漁港等の概要整理

②機能保全方針の検討

③施設の現況把握

④機能診断の実施

⑤機能保全対策の検討

⑥機能保全計画の策定

⑦日常管理計画に基づく点検

⑧機能保全対策の実施

⑨施設情報の管理

連

動

ガ イ ド ラ イ ン に お け る 漁 港 施 設 の マ ネ ジ メ ン ト は ， 図 1 - 2 の 手 順 の と お

り で あ る 。 こ の 手 順 の う ち ，「 ④ 機 能 診 断 の 実 施 」 に お け る 機 能 診 断 は ，

目 視 を 主 と し た 計 測 や 診 断 と な っ て お り ， 簡 易 調 査 （ 簡 易 項 目 ）， 簡 易 調

査 （ 重 点項 目 ） の 2 段階 で 実 施 さ れ る 。 こ れ ら の 簡 易調 査 で 変 状 が 確 認さ

れ た 場 合で の み， 必 要 に 応じ て 詳細 調査 を 実 施 す る こ と と な っ て い る 。 な

お ，水 中 部 の 確認 は ，潜 水 観察 を 前提 と し た 参 考様 式 が添 付さ れ て い る

1 - 7 )
。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 - 2  水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト の 概 略 手 順  

 

こ の よ う に 漁 港 施 設 に お け る 機 能 診 断 は ， 目 視 が 主 で あ る た め ， 以 下 の

根本 的 な課 題 が あ る 。  

a） 機 能 診 断 自 体 が 目 視 に よ る 判 定 の た め ， 技 術 者 に よ る 評 価 に バ ラ つ き

が あ り ， こ の バラ つ き を 最小 化 し て い く 必 要 が あ る

1 - 9 )
。  

b） 長 期 的 に 限 ら れ た 予 算 の 中 で 実 施 し て い く 必 要 が あ り ， 専 門 的 技 術 者

も不 足 す る こ と か ら

1 - 1 0 )
，簡 易 か つ 効 率 的 な 手 法 を提 示 し て い く 必 要 が あ

る 。  
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前述 の 課題 a） に 対 し て ，関 係 団体 や 漁 港 管 理 者 に よ っ て ， 専門 的 技 術

者 の 育 成 （ 研 修 会 等 の 実 施 ）， 評 価 方 法 の 提 示 ， 評 価 基 準 の 明 確 化 （ 様 式

等 の 提 示 ） 等 の解 決策 が 考 え ら れ る 。 現 在 で は ， 各種 研修 会 の 開 催 ， お よ

び ガ イ ド ラ イ ン提 示 ・改 訂等 も 実 施 さ れ て お り ， 今 後 は資 格 制度 の 導 入 等

も 検 討 さ れ て い く も の と 考 え ら れ る 。 し か し ， 定 量 的 な判 断 基準 の 提示 は

継 続 的 課題 で あ る 。  

ま た ， 前述 の 課題 b） に 対 し て ， 以 下 の 観 点 で 検 討 す る 必 要 が あ る 。  

①従 来 の 目 視 調査 を 工 夫 す る こ と で ，詳 細 調査 を 行 わ な い ， ま た は 詳細 調

査 の 対 象箇 所 等 を 減少 さ せる （ 機 能 診 断 の 効 率 化 ）。  

②詳 細 調査 に 位置 付け ら れ て い る 手 法 を 簡 易 化 し ，目 視調 査 と同 時 に 実 施

で き る よ う に す る （ 機 能 診 断 の 簡 易 化 ）。  

③目 視 調査 で 確認 で き な い よ う な 場 所に つ い て ，詳細 調査 に 位置 付 け ら れ

て い る 手 法 を 高 度 化 し て ，新 た な 調 査 項目 と す る（ 機 能 診 断 の 高 度 化 ）。  

 

 

1 .2 研 究 の 目 的  

前述 し た よ う に ， 2 0 0 8 年 （ 平成 2 0 年 度 ） か ら 水 産 基 盤 施 設 に お け る ス

ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト へ の 取 組 が 本格 化 さ れ ， 水 産 庁 を はじ め ，関 係 機関 に

よ っ て ， こ れ ら の 取 組 が 継 続 さ れ て き た 。 し か し な が ら ， 2 0 1 5 年 （ 平 成

2 7 年 ）の ガ イ ド ラ イ ン 策 定時 で も将 来的 課 題と し て ，継 続 的 に 取 り 組 むべ

き残 さ れ た 課 題が あ り ， こ れ ら の課 題は 前 述の と お り で あ る 。  

特に ， 前述 し た課 題 b） へ の 対 応策 と し て ，① ～ ③の 観 点 で 検 討 す る こ

と が 課題 a） へ の 対応 に も繋 が り ， 診 断 技 術 に お け る 研究 テ ー マ と し て 重

要 で あ る と 考 え ら れ る 。  

そ こ で ， 本 論 文 で は ，前述 の ①～ ③ の 観 点 で 新 た な 「 定 量 的 か つ 実 用 的

な 診 断 手 法 」 の 開 発 を 意 図 し ， 目 視 が 主 で あ る 漁 港 施 設 の 機 能 診 断 に 効 率

化 ， 簡 易 化 ， 高 度 化 の 3 つ の 観 点 で 非 破 壊 試 験 を 活 用 し た 診 断 手 法 の 適 用

性 を 検 証 す る こ と で ， 定 量 的 か つ 実 用 的 な 機 能 診 断 手 法 の 開 発 を 目 的 と し

た 。 具 体 的 に は ， 機 能 診 断 の 効 率 化 と 簡 易 化 を 意 図 し た 機 械 イ ン ピ ー ダ ン

ス 法 ， 機 能 診 断 の 高 度 化 を 意 図 し た 衝 撃 弾 性 波 法 （ 透 過 法 ）， 固 有 振 動 特
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性 を 用 い て 漁 港 施 設 基 礎 の 健 全 度 を 評 価 す る 方 法 （ 以 下 ，「 固 有 振 動 法 」

と称 す る ） の 漁 港 施 設 へ の 適 用 性 を 検 証 し た も の で あ る 。  

こ れ ら の 手 法 は ， いず れ も 非 破 壊 試 験 手 法 で あ り ， 室 内 試 験 ，数 値解 析

お よ び 現 地 試 験 に よ っ て ， 漁 港 施 設 防 波 堤 に お け る 構 造 物 の 強 度 推 定 ， 構

造 物 内 部 の 欠 陥 検 出 ， お よ び 地 盤 基 礎 の 変 状 （ 洗 堀 ） の 検 出 が 可 能 と な る

機 能 診 断 手 法 で あ る 。  

漁 港 施 設 防 波 提に お け る こ れ ら 手 法 の 適 用 に よ っ て ， 機 能 診 断 の 簡 易 化 ，

効 率 化 お よ び 高 度 化 が 図 ら れ ， 漁 港 施 設 に お け る 劣化 の早 期 診 断 が 可 能 と

な る 。 ま た ,漁 港 施 設 に お け る 劣 化 の 早 期 診 断 に よ り ， 漁 港 施 設 の 適 切 な

機 能 維 持 と 長 寿 命 化 の 促 進 が 図 ら れ る こ と で ，将 来的 な 維 持 管 理 費 の 縮 減

に寄 与 す る も の と 考 え ら れ る 。  

 

 

1 .3 本 論 文 の 構 成  

 本 論 文 は 全 7 章 で 構 成 さ れ て い る 。 以 下 に そ の 概要 を述 べ る 。  

 第 1 章 で は ， 本 研究 の 背景 な ら び に 目 的 と 意 義， お よ び 本 論 の 構 成の 概

要 を 述 べた 。  

第 2 章で は ， ま ず ，本 論 文 に 関連 す る 漁 港 施 設 の 既 存 ス ト ッ ク を 既 存知

見か ら 整 理 し た上 で 今 後 の 更 新 費 用 予測 を 行 い ， 多 く の 漁 港 施 設 の 老 朽 化

が 進 行 し ， 今 後 順 次 ， 更 新 を 迎え る た め ， こ れ ら の 費 用捻 出 が困 難 に な る

こ と を 示 し た 。 こ れ ら を 踏ま え ， 既 存知 見 に よ る 漁 港 施 設 の 健全 度 と 老 朽

化 要 因 を 整 理 し ， 老 朽 化 が早 い 施 設 の特 徴 と し て ， 目 視 で 確 認可 能 で あ る

変 状 が 多 い も の の ， 潜 水 を 伴 う 鋼 管 杭 等 の 腐 食 ， お よ び 沈 下 ， 空 洞 等 の ，

目 視 で は 早 期 発 見 や 全 体 把 握 が 困 難 な 老 朽 化 が 比 較 的 大 き な 割 合 を 占 め

て い る こ と を 示 し た 。  

次 に ， こ の よ う な 目 視 に よ る 診 断 が 困難 な 漁 港 施 設 に 対 し て ， 非 破 壊 試

験 が 有 効 で あ る こ と か ら ，前 述 し た ①～ ③ の 観 点 で ， こ れ ら に 対 応 す る 機

械 イ ン ピ ー ダ ン ス 法 ， 衝 撃 弾 性 波 透 過 法 ， 固 有 振 動 法 （ 1 点 計 測 ） ， 固 有

振 動 法 （ 2 点 計 測 ） の 4 つ の 手 法 に つ い て ， 関連 す る 既 存知 見 に関 し て 整

理 し た 。  
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第 3 章で は ，前述 の 「 ① 従来 の 目 視 調査 を 工夫 す る こ と で ，詳細 調 査 を

行 わ な い ， ま た は 詳 細 調 査 の 対 象 箇 所 等 を 減 少 さ せ る （ 機 能 診 断 の 効 率

化 ）」 お よ び 「 ② 詳 細 調 査 に 位 置 付 け ら れ て い る 手 法 を 簡 易 化 し ， 目 視 調

査 と 同 時 に 実 施 で き る よ う に す る （ 機 能 診 断 の 簡 易 化 ）」 の 観 点 で ， ハ ン

マ ー で コ ン ク リー ト を 打 撃 し ， そ の と き に 得ら れ る打 撃応 答 波形 か ら 圧 縮

強 度 を 推 定 す る 機 械 イ ン ピ ー ダ ン ス 法 の 漁 港 施 設 へ の 適 用 を 検 討 し ，反 発

度 法 は ，平 均 コア 圧 縮 強 度 よ り ， 推 定 強 度 が低 い 傾向 が あ っ た 。 ま た ，研

磨前 後 の差 が 大 き く ， 既 存 漁 港 施 設 へ の 適 用 は ， J I S 等 で 指 摘さ れ て い る

よ う に ，研 磨が 必 須で あ り ， 測 定 点 数を 多 く し ， ま た 構 造 形 式や 建 設 年 次

ごと に コア に よ る 圧 縮 強 度 を 併 用 す る 等 が 必 要 で あ る 。機 械 イ ン ピ ー ダ ン

ス 法 は ， 反 発 度 法 よ り ， 表 面 に 骨 材 が 露 出 す る 状 態 の 場 所 に 留 意 し つ つ ，

今 後 も 継 続 的 な デ ー タ 蓄 積 や 施 設 ご と の キ ャ リ ブ レ ー シ ョ ン を 伴 い な が

ら も ，± 2 0 %程度 の 誤差 を 許容 す れば ，研磨 し な く と も 推 定 強 度 が コ ア に よ

る平 均 圧 縮 強 度 試 験 結 果 と近 い こ と を 確 認 し た 。 本 手 法 は ， 定 量 的 な デ ー

タ が 蓄 積 で き る た め ，打 撃応 答 波形 を 考 慮 し た 圧 縮 強 度 と の 関係 式 に よ っ

て ， 更 な る 精 度向 上が 期 待さ れ ， 事 前の 研 磨が 不 要 な 簡 易 圧 縮 強 度 測 定 法

と し て 活用 で き る こ と を 提案 し た 。  

第 4 章 で は ， 前 述 の 「 ③ 目 視 調 査 で 確認 で き な い よ う な 場 所 に つ い て ，

詳細 調 査 に 位 置付 け ら れ て い る 手 法 を 高 度 化 し て ，新 た な 調 査 方 法 と す る

（ 機 能 診 断 の 高 度 化 ）」 の 観 点 で ， 対 面 配 置 に よ っ て 内 部 に 弾 性 波 を 透 過

させ る こ と で 漁 港 施 設 の 内 部 欠 陥 を 把握 し ，健 全 性 を 診 断 す る 衝 撃 弾 性 波

法 （ 透 過 法 ） に よ る 漁 港 施 設 へ の 適 用 を 検 討 し た 。 そ の 結 果 ， 内 部 欠 陥 が

あ る こ と を 想 定 し た 供 試 体 を 用 い て ，健 全 部 と 不 健全 部 そ れ ぞれ で 衝 撃 弾

性 波 法 （ 透 過 法 ） を 適 用 し ， 内 部 欠 陥 の 有 無に よ っ て 弾 性 波 速度 と パワ ー

伝送 比 が 増 減 す る こ と を 確認 し た 。 ま た ， こ れ ら ２つ の指 標 で 内 部 欠 陥 を

評価 で き る こ と を 確認 し た 。 さ ら に ， 室 内 試 験 で 見出 し た 評 価方 法 を 現 地

構 造 物 に 適 用 し ，評価 基 準と す る数 値が 変 わ る も の の ，概 ね 適 用 で き る こ

と を 確 認し た 。  

第 5 章 で は ， 前 述 の 「 ③ 目 視 調 査 で 確認 で き な い よ う な 場 所 に つ い て ，

詳細 調 査 に 位 置付 け ら れ て い る 手 法 を 高 度 化 し て ，新 た な 調 査 方 法 と す る
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（ 機 能 診 断 の 高 度 化 ）」 の 観 点 で ， 防 波 堤 に お け る 固 有 振 動 数 を 測 定 し ，

不可 視 部 で あ る 基 礎 の 健 全 性 を 評価 す る 固 有 振 動 法 （ 1 点 計 測 ） を 検 討 し

た 。 そ の 結 果 ， 実 際の 防 波 堤 を 模し た 供 試 体 を 作 製し ， そ の 基 礎 モデ ル と

し て 圧 縮ば ね を配 置し ，鉛直 お よ び 水平 方 向の 卓 越振 動数 を 計 測 す る こ と

で ，ば ね個 数 を 変 化 さ せ た条 件 で こ れ ら の 理 論 値 と 実 測値 が ほぼ 一 致す る

こ と を 確認 し た 。 ま た ， 室 内 試 験 で 得ら れ た 結 果 を も と に し て ， 実際 の 漁

港 施 設 防 波 堤 の 洗 堀 を 有 す る ま た は 洗 堀 が な い 躯 体 で 振 動 特 性 を 計 測 し ，

A 漁 港 防 波 堤 の 洗 堀 を 有 す る 躯 体 は ， 洗 堀 が な い 躯体 と比 較 し て 固 有 振 動

数が 減 少す る こ と を 確 認 し た 。 さ ら に ， A 漁 港 防 波 堤 の 水 平 方向 に お け る

理 論 固 有 振 動 数を 算出 し ， 実 測 値と 同程 度 で あ る こ と を 確 認 し た 。 以上 よ

り ， 防 波 堤 の 基 礎 部 洗 堀 の 有 無 は ， 構 造 物 上部 で 固 有 振 動 数 の 実 測 値と 理

論値 を 比較 す る こ と で 評 価で き る こ と を 見 出 し た 。 し か し な が ら ， B 漁 港

防 波 堤 に お い て ，隣接 躯 体 が 影 響し た と 思 わ れ る 振 動 数が 卓 越し な い と い

う 現 象 が あ っ た こ と ， 対 象施 設 の 基 礎 が 直 接基 礎 で想 定 し た 地 盤 反 力係 数

と異 な っ て い る こ と ， 現 状 の 理 論式 に浮 力 を 考 慮 し て い な い こ と 等 か ら 理

論 固 有 振 動 数 と 実 測値 に 差異 が 生じ た と 考 え ら れ る 。 こ の よ う に ，常時 微

動 に よ る 固 有 振 動 法 は ， 現 地 状 況 等 に よ り 適 用 範 囲が 限定 さ れ る も の と 考

え ら れ ， 理 論 式の 適 用 範 囲が ど の程 度 に な る か は ， デ ー タ 蓄 積 に よ る 検 討

や異 な る 手 法 の 検 討 が 必 要 で あ る 。  

第 6 章で は ，第 5 章で の 課題 も 踏ま え ， 前 述の 「 ③目 視調 査 で 確 認 で き

な い よ う な 場 所に つ い て ，詳 細 調査 に位 置 付け ら れ て い る 手 法 を 高 度 化 し

て ， 新 た な 調 査 方 法 と す る （ 機 能 診 断 の 高 度 化 ）」 の 観 点 で ， 漁 港 施 設 防

波 堤 に お け る 基 礎 洗 堀 の 規模（ 深さ ） を 検 出 す る こ と を指 向 し た 固 有 振 動

法 （ 2 点 計 測 ） を 検 討 し た 。 そ の 結 果 ， 室 内 試 験 に お い て ， 基 礎 を 想定 し

た 圧 縮 ばね の 配置 を 変 化 させ た 供 試 体 を 用 い ， そ の 振 動特 性 の う ち ， Z 軸

方向（ 防 波 堤 鉛直 方向 ） の 振 動 は ， 理 論 値 と 高 い 相関 を 示 し た 。 室 内 試 験

に よ る 2 点 変 位量 差が ロ ッ キ ン グ 振 動 理 論 値と ほ ぼ一 致す る こ と を 確認 し ，

こ れ よ り 圧 縮 ばね の 欠 損 数（ 洗 堀 深さ ）を 推 定 で き る こ と を 示 し た 。ま た ，

固 有 値 解析 に よ っ て ， ロ ッ キ ン グ 振 動 の 中 心が ， 供 試 体底 面 の 中 心 付近 に

あ る こ と を 確 認し ，室 内 モデ ル で の 理 論 値 の 適 用 は妥 当で あ る こ と を 示 し
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た 。 さ ら に ， 洗 堀 深さ が 既知 で あ る 既 存 漁 港 施 設 に 本 手 法 を 適 用 し ， 実 機

の 洗 堀 規 模 （ 1～ 1 . 3 m） と 同 程 度 の 検 出 が 可 能 で あ っ た 。 以 上 よ り ， 防 波

堤 で の 2 点 計 測 に よ っ て ， 洗 堀 の 鉛 直変 位 量差 を 比較 し ， 基 礎 洗 堀 の 規 模

を 推 定 で き る こ と を見 出 し た 。 5 章 で 検 討 し た 常 時微 動 に よ る 固 有 振 動 法

（ 1 点 計 測 ） は ， 現 地 状 況 等 に よ っ て 固 有 振 動 数 の特 定 が 困 難な こ と も あ

っ た た め ， 6 章で 検 討 し た よ う な起 振 機 に よ る 強 制加 振 の 方 が卓 越 振 動 数

や 変 位 量差 も 明確 と な っ た 。 今 後 ，起振 機 を 用 い る こ と ， お よ び 1 点 計 測

も含 め た デ ー タ 蓄 積 を 進 め る こ と が 効 率 的 で あ る と 考 え る 。 つ ま り ， 固 有

振 動 法 と し て 1 点 計 測 と 2 点 計 測 を 同時 に 実 施 す る 。具 体 的 に は ，躯体 中

央で 強 制加 振 させ ， 2 点×3 軸（ X， Y， Z 軸） で 測 定 す る こ と で ， 水 平方

向（ X 軸） の 固 有 振 動 数 に よ る 評価 ， 2 点 で の 鉛 直方 向 （ Y 軸 ） の 変 位量

差に よ る評 価 を合 わせ て 実 施 す る こ と が 可 能 で あ る 。 ま た ， 測線 を 複数 と

す る こ と で 基 礎 洗 堀 の 場 所 に 偏 り が あ っ て も 対 応 で き る も の と 考 え ら れ

る 。 さ ら に ， 漁 港 施 設 に 多 い 先 端部 の 基 礎 洗 堀 の 場合 ， 水 平方 向 の 法 線 方

向（ Y 軸） の 固 有 振 動数 が 有 用 と な る 。  

第 7 章で は ，第 2 章～ 第 6 章 の 結 果 を と り ま と め ， 結 論 と し た 。  
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２章 漁港施設の維持管理の現状と漁港施設に適用可能２章 漁港施設の維持管理の現状と漁港施設に適用可能２章 漁港施設の維持管理の現状と漁港施設に適用可能２章 漁港施設の維持管理の現状と漁港施設に適用可能

な機能診断技術 な機能診断技術 な機能診断技術 な機能診断技術 

 

2.1 漁港施設の現状  

 

2.1.1 漁港施設の既存ストックと更新費用予測

 漁港施設の既存ストックと更新費用予測 漁港施設の既存ストックと更新費用予測

 漁港施設の既存ストックと更新費用予測  

漁港施設は，漁港漁場整備法（昭和 25 年法律第 137 号）に基づき，漁港管理者

である地方公共団体が管理しており，これまで整備してきた漁港施設について，そ

れらの種類，名称，構造（様式又は形式，主要用材，等），規模（延長，幅員，天

端高，水深，等），建設又は取得の年月日，建設又は取得の価格など，施設に関す

る様々な事項が「漁港台帳」に記載されている。 

水産庁は，全国の漁港施設量の現状を把握するため，施設の種類と規模（延長等）

について上記の漁港台帳を基に集計している。この集計対象期間は，1950 年（漁港

法制定）から 2016 年（調査年）であり，これまで継続的に実施された調査票を漁港

管理者に配布することで，この調査票と漁港管理者が管理する漁港台帳を確認・修

正している。また，この漁港管理者から回収した調査票を都道府県ごと，漁港ごと

に構造形式，建設年，建設価格を集計し，現時点における漁港施設のストック量を

算出している。なお，本調査票の配布・回収は，被災 3 県（岩手県，宮城県，福島

県）を除く 37 都道府県であり，都道府県担当者を通じて，各市町村の漁港管理者に

作業依頼して，全ての調査票が回収されている。回収された調査票を集計すること

で漁港施設の既存ストックが把握されている

2-1 )
。 

本調査結果を用いて，漁港施設の既存ストック

2-1 )
を整理した結果は，表 2-1 の

とおりであり，全漁港数は 2,603 漁港（被災 3 県を除く），総施設数 74,063，総延

長 6,451km であった。これらのうち，総延長に対する割合が大きいのが，外郭施

設，輸送施設，係留施設の順となっており，これらが漁港施設の主要な施設である

ことがわかる。 

一方，漁港施設の既存ストック

2-1 )
から漁港施設別，整備年代別に施設延長を整

理したものは，図 2-1 に示すとおりであり，全体として 1960 年代頃から各年度の

施設整備延長が増加傾向となっており，1980 年代にピークを迎え，1990 年代から

減少に転じている。これらは漁港施設の主要な施設でもある外郭施設と係留施設が
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1970～1990 年建設が多いため，50 年以上経過する 2020～2040 年に、更新する時

期を迎える施設が増大することを示している。  

 

表 2-1 漁港施設の既存ストック  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 外郭施設（防波堤、防砂堤等）  係留施設（岸壁、物揚場、船揚場等）  

 

 

 

 

 

 

      輸送施設（道路）      漁港施設用地等（人工地盤） 

図 2-1 漁港施設別の既存ストック  
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外郭施設 42,844 3,141 1,060 - 4,601,138

係留施設 20,766 1,342 270 - 1,047,690

輸送施設 6,178 1,858 465 - 327,660

漁港施設用地 2,536 100 - 80 62,995

水域施設 80 10 - - 6,032

機能施設 1,659 - - 170 88,865

上記施設の合計 74,063 6,451 1,795 250 6,134,380
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次に，漁港施設別の既存ストックを基に，今後の更新費用予測を行った。この更

新費用予測では，一般的な土木構造物の耐用年数である 50 年後に全ての漁港施設

を更新した場合に必要となる費用を「更新費用」とし，これらの推移を予測した。

この更新費用予測は，撤去費は考慮せず，調査対象を 1950～2016 年とした上で，

2017 年の漁港デフレーターを乗じて

2-2 )
，現在価値化した更新費用を算出した。こ

の更新費用予測のうち，主要な漁港施設でもある外郭施設，および係留施設の更新

費用は，表 2-2 のように，それぞれ年平均で 1,556 億円，367 億円である。また，

各年度における更新費用は，図 2-2 に示すとおりとされ，2066 年における累積での

更新費用は，外郭施設が 77,785 億円，係留施設が 18,366 億円である。これらの 50

年間の更新費用は，輸送施設，漁港施設用地等も含めた全体での年平均額では 2,499

億円となり，例えば，平成 29 年度における水産基盤施設整備費用の当初予算であ

る 1,037 億円と比較すると

2-2 )
，約 2.4 倍となり，維持管理費用が予算額を超過する

ことがわかる。 

以上より，梅津ら

2-3 )
も指摘しているように，今後，漁港施設の多くの老朽化が進

行し，これらが順次，更新を迎えるとこれらの費用捻出が困難であるということが

わかった。  

 

表 2-2 更新費用算出結果（単位：億円） 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

図 2-2 今後の更新費用予測（外郭施設，係留施設）  
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2.1.2 漁港施設の健全度と老朽化要因

 漁港施設の健全度と老朽化要因 漁港施設の健全度と老朽化要因

 漁港施設の健全度と老朽化要因  

(1)漁港施設の健全度

漁港施設の健全度漁港施設の健全度

漁港施設の健全度  

機能保全計画書は，水産庁による「機能保全計画策定の手引き（案）

2-4 )
」，

「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（案）

2-5 )
」によっ

て，対象施設ごとに策定することとされている。機能保全計画の策定状況や機能保

全対策の実施状況，および機能保全計画に記載されている漁港施設の機能診断結果

（漁港施設の老朽化状況）や機能保全対策等を把握するために，関係する 40 都道

府県（被災 3 県含む），およびこれらを通じて市町村にも依頼することで全漁港

管理者を対象とした機能保全計画書の収集が実施されている

2-6 )
。 

ここでは，収集された機能保全計画の機能診断結果から各施設の健全度

注 1）
を整

理した。施設健全度の対象は，第 4 次長期計画対象漁港である 1,231 漁港 37,963

施設とし，漁港ごと，漁港施設ごとに健全度 A～D の割合を整理した。また，漁港

施設の主要施設である外郭施設，係留施設の老朽化

注 2)
要因を分析するため，老朽

化が比較的早い施設（建設後 30 年以内で健全度 A となる施設）を抽出し，その老

朽化要因（部材や損傷など）を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

注 1）漁港施設の健全度は、「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイド

ライン（案）

2-5 )
」によって，老朽化度ａ～ｄおよび施設の安全性に及ぼす影響度

Ⅰ～Ⅲを用いて施設ごとに評価される。漁港施設健全度は，「Ａ：性能が低下して

いる施設」，「Ｂ：対策を施さないと性能の低下が懸念される施設」，「Ｃ：Ｂと

Ｄの間の施設」，「Ｄ：性能の低下が認められない施設」に分類される。 

 

注 2）「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（案）

2-5)
」よ

り，漁港施設における劣化，変状は，全て「老朽化」とされている。 
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整理した施設健全度の分布状況は，表 2-3，および図 2-3 に示すとおりである。

表より，漁港施設の健全度は，輸送施設，係留施設，外郭施設の順にＡが多いこと

がわかる。特に，輸送施設で A の割合が他施設の 2 倍以上となっており，輸送施

設の老朽化が進んでいる。また，コンクリート構造，鋼構造といった材料に着目す

ると，A の割合が外郭施設コンクリート構造で 7.7％，鋼構造で 20.2％，係留施設

のコンクリート構造で 8.1％，鋼構造で 20.1％という結果となり，いずれも鋼構造

の老朽化の割合が多いものの，コンクリート構造の施設数が多いことがわかる。  

 

表 2-3 施設健全度の分布状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 施設ごとの健全度の分布状況 
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輸送施設

係留施設

外郭施設

全体

A B C D

A B C D

施設数 ％ 施設数 ％ 施設数 ％ 施設数 ％

全体 3,340 11.3% 7,481 25.3% 13,206 44.7% 5,528 18.7% 29,555

外郭施設 全体 1,158 7.6% 3,480 22.9% 7,318 48.1% 3,245 21.3% 15,201

コンクリート 675 7.7% 2,207 25.3% 4,123 47.3% 1,707 19.6% 8,712

鋼 163 20.2% 216 26.8% 314 39.0% 113 14.0% 806

その他 318 5.6% 1,042 18.5% 2,866 50.8% 1,413 25.1% 5,639

係留施設 全体 1,162 10.7% 3,470 31.8% 4,888 44.8% 1,379 12.7% 10,899

コンクリート 678 8.1% 2,640 31.7% 3,945 47.3% 1,076 12.9% 8,339

鋼 356 20.8% 592 34.5% 610 35.6% 157 9.2% 1,715

輸送施設 全体 1,013 31.2% 495 15.2% 881 27.1% 857 26.4% 3,246

漁港施設用地等 7 3.3% 36 17.2% 119 56.9% 47 22.5% 209

対象施設

外郭(水門、閘門

以外)

合計

係留(係船浮標、

係船くい以外)
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次に，健全度別の施設数とこれらにおける建設年次からの平均経過年数は，表

2-4 のとおりである。施設健全度が悪いほど，平均経過年数が多くなっており，健

全度と経過年数が比例関係にあることがわかる。また，係留施設は，外郭施設よ

り，平均経過年数が短い傾向があり，係留施設は健全度が早く悪くなる，つまり経

過年数が短いということが確認でき，このような漁港施設の老朽化実態は，他の社

会インフラの傾向と同様のものである。 

 

表 2-4 健全度別の施設数とその平均経過年数 

 

 

 

 

 

 

 

なお，これらの施設種類ごとの平均経過年数は，以下の条件で算出した。 

 建設年，対策の有無，対策年度が不明な施設は，除外した。 

 「保全対策予定施設」：経過年数＝初回対策年－建設年とした。 

 「保全対策不要かつ50年未満施設」：経過年数の計算から除外した。 

 「保全対策不要かつ50年以上経過施設」：経過年数＝経過年＋財務省による

耐用年数の20%とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設数 平均経過年数 施設数 平均経過年数

A 1,157 38.8 1,190 33.8

B 3,488 35.7 3,782 31.6

C 7,523 29.3 5,538 28.9

D 3,218 26.3 1,604 24.4

不明　その他 2,821 - 1,874 -

合計 18,207 - 13,988 -

外郭施設 係留施設

健全度
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一方，健全度 A となる施設の建設年度から現在までの年数を経過年数とし，施設

ごと，材料ごとに平均した年数を平均経過年数として整理した結果は，表 2-5 のと

おりである。表より，外郭施設と係留施設の平均経過年数は，それぞれ 49.5 年，

43.3 年となった。また，外郭施設をコンクリート構造，鋼構造に分けると，平均経

過年数はそれぞれ 50.7 年，36.6 年となり，係留施設では，それぞれ 45.0 年，38.8

年となった。いずれも鋼構造の平均経過年数が短い結果となった。これは，外郭施

設が波浪等の設置環境が厳しいものの，構造的には単純であるため，比較的経過年

数が長くなる傾向があるのに対し，係留施設では，構造が複雑なものが多い，また，

漁船の接岸や車両の乗り入れなど，接触や加重がかかることが要因であると推測さ

れる。さらに，コンクリート構造に対して，鋼材の腐食が早い傾向があり，平均経

過年数が短くなっているものと考えられる。  

 

表 2-5 各施設における平均経過年数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象施設 全施設数 平均経過年数

全体 9,167 45.4

全体 4,216 49.5

コンクリート 2,180 50.7

鋼 430 36.6

その他 1,597 51.4

外郭(水門、閘門) 9 36.6

全体 3,753 43.3

コンクリート 2,557 45.0

鋼 979 38.8

217 42.8

全体 1,160 37.8

道路 1,018 38.0

道路以外 142 36.3

漁港施設用地等 38 42.8

輸

送

施

設

外

郭

施

設

外郭(水門、閘門以

外)

係

留

施

設

係留(係船浮標、係

船くい以外)

係留(係船浮標、係船くい、その他)
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(2)漁港施設の老朽化要因
漁港施設の老朽化要因漁港施設の老朽化要因

漁港施設の老朽化要因  

前述 (1)の結果を用いて，老朽化が比較的早いものを抽出し，これらの老朽化要因

を整理した。具体的には，外郭施設と係留施設を対象とし，建設後 30 年以内に要対

策とされているものを抽出し，要対策とされた要因を分類した。なお，分類は，抽

出した各施設の機能診断結果から最も老朽化が進んだ部材（または部材＋要因）に

よることとした。 

その結果は，図 2-4～ 7 に示すとおりである。図より，外郭施設コンクリート構造

では，老朽化要因の 68%が本体工コンクリートの劣化であり，施設全体の沈下と移

動で 16%であった。外郭施設鋼構造は，85%が鋼管杭，鋼矢板などの鋼部材の腐食

等であり，沈下，移動が 2%であった。係留施設コンクリート構造では，老朽化要因

の 56%がエプロンの沈下，陥没であった。係留施設鋼構造は，45%が鋼管杭，鋼矢

板などの鋼部材の腐食等であり，23%がエプロンの沈下，陥没であった。 

 老朽化が早い施設は，本体工コンクリートの劣化等のように，目視で確認可能な

変状が多く，潜水を伴う鋼管杭等の腐食が多い。一方，施設全体の沈下，移動，エ

プロンの沈下，陥没等，目視では発見や全体把握が困難な老朽化要因が比較的大き

な比率を占めていることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 老朽化が早い施設の老朽化要因(外郭施設，コンクリート構造) 
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図 2-5 老朽化が早い施設の老朽化要因 (外郭施設，鋼構造) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 老朽化が早い施設の老朽化要因 (係留施設，コンクリート構造) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-7 老朽化が早い施設の老朽化要因 (係留施設，鋼構造) 
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2.2 漁港施設における機能診断に適用可能な機能診断技術  

 

2.2.1 漁港施設における非破壊・微破壊試験 

 漁港施設における非破壊・微破壊試験  漁港施設における非破壊・微破壊試験 

 漁港施設における非破壊・微破壊試験 

 本論文は，1 章の本研究の目的で述べた①～③の観点で新たな漁港施設への機能

診断手法の適用を試みている。漁港施設の機能診断には，構造物本体を破壊しない，

または破壊が小規模である非破壊（微破壊含む）試験の導入が現実的である。  

漁港施設の材料は，コンクリートが多く，漁港施設における機能診断の点検項目

として，コンクリート材料の劣化（圧縮強度，弾性係数等），コンクリートの厚さ，

剥離，ひび割れ，および内部欠陥等が挙げられる

2-5 ,6 )
。これらの点検項目ごとに適

用可能な非破壊試験は，表 2-6 のとおりである

2-8 ,9)より作成
。表より，コンクリート

強度は，構造体の耐久性に関する指標として重要であり，特に，無筋コンクリート

の場合，塩害や中性化による劣化の影響が少ないため，構造物の劣化状態を客観的

に把握する方法として，コンクリート圧縮強度試験等が行われる。一般的にコンク

リート強度を把握するには，局部的な破壊試験から強度を推定する方法，および非

破壊試験により強度を推定する方法がある。前者の局部的な破壊試験を行う方法は，

コア採取による圧縮強度試験（JIS 1108）が挙げられ，推定強度の精度が高いとさ

れるものの，構造物本体に損傷を与える，試験自体のコスト，時間がかかる，等の

問題がある。後者の非破壊試験による方法は，リバウンドハンマーによる反発度法

(JIS A 1155)，超音波法，および衝撃弾性波法等が挙げられる。  

これらの非破壊試験は，前述のように対象施設に損傷を与えず，比較的簡便にそ

の劣化状況を把握できることから，簡易的な劣化状態の推定や詳細調査の予備的な

方法として，広く用いられており，測定機器や解析手法の開発が進められている。

しかし，適用範囲が限定される，精度が低い，といった問題もあり，その活用は留

意が必要である。例えば，反発度法は，現場で簡易に実施することができるものの，

測定値のばらつきが大きい。また，同一箇所を反復して試験を行えないことから継

続して実施する定期点検項目としては不向きであるとされる

2-10)
。  

三上

2-10 )
は，漁港施設の特徴である長大な構造物が多く，表面的な劣化も多いと

いう特徴に加え， (1)試験方法が比較的簡便である， (2)迅速に測定ができる， (3)衝

撃による入力波形が大きいことから測定領域が広い，(4)波長が長い弾性波を利用す

ることから内部の鉄筋・骨材の影響を受けにくいという衝撃弾性波に着目し，その  
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表 2-6 非破壊・微破壊試験によるコンクリート構造物検査・点検項目  

 

 

適用性を検討している。その結果，「コンクリートの圧縮強度」試験の簡易手法とし

て機械インピーダンス法，「コンクリート表面のひび割れ，欠陥等の評価」として，

表面の衝撃弾性波速度を指標として評価する方法を提案している。  

本論文においても，まず，①機能診断の効率化，②機能診断の簡易化という観点

で，コンクリートの圧縮強度を簡易に把握する方法として，機械インピーダンス法

に着目しており，圧縮強度試験，反発度法と比較することで，実際の漁港施設への

適用を検討した（第 3 章参照）。  

次に，漁港施設の立地条件から，表中の内部欠陥等とされる構造体内部や基礎等，

目視できない，または困難な個所では，目視調査で抽出困難であることが多く，か

つ，これらの変状が拡大するまで把握できない。しかし，このような変状が不明な

まま拡大した場合，構造物の崩壊や第三者被害等，被害が大規模になる可能性が高

い。そこで，本論文では，③機能診断の高度化という観点から構造体内部欠陥の検

出方法として，衝撃弾性波法に着目し，漁港施設への適用を検討した（第 4 章参照）。

なお，衝撃弾性波法については，測定方法が複数あり

2-11 )
，ここでは，対象構造物

の内部に衝撃弾性波を透過させる方法について，漁港施設への適用を検討している。 

最後に，前述のような目視できない，または困難な個所である構造物基礎部の洗

堀等の変状の検出方法として，鉄道分野で開発された衝撃振動試験による橋脚の健

検査・点検項目 備考

打撃法

表面硬度法（各種ハンマー法等）

反発硬度法（シュミットハンマ法等）

超音波（土研法）

衝撃弾性波（ｉＴｅｃｓ法）

衝撃弾性波（表面2点法）

微破壊 小径コア

コンクリートの動的特性

（動弾性係数等）

超音波法：コンクリート強度推定のための非

破壊試験方法マニュアル（S58.2）

共振法：JIS　A　1127

コンクリート厚さ、内部欠陥等 －

剥離 鉄筋腐食等経年変化に伴う変状

ひび割れ深さ －

事前に強度推定式を作成しておく

非破壊

コンクリートの圧縮強度

試験方法

打音

衝撃弾性波（ｉＴｅｃｓ法）

打音

レーダ

超音波

衝撃弾性波（ｉＴｅｃｓ法）

放射線法

レーダ

超音波

衝撃弾性波（ｉＴｅｃｓ法）

超音波

衝撃弾性波（ｉＴｅｃｓ法）

共振法
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全度判定方法を参考とすることで

2-12 )
，固有振動数を利用する方法に着目し，漁港

施設の適用性を検討した（第 5，6 章参照）。  

次頁以降は，これら 3 つの手法に関連する既存知見を整理した。  
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2.2.2 機械インピーダンス法

 機械インピーダンス法 機械インピーダンス法

 機械インピーダンス法  

 

(1)機械インピーダンス法の測定原理

機械インピーダンス法の測定原理機械インピーダンス法の測定原理

機械インピーダンス法の測定原理  

機械インピーダンス法は，比較的新しい手法であり，当初，境ら

2-13)
が非破壊で

コンクリート強度を推定することを意図して，接触インピーダンスと定義された。  

接触インピーダンスとは，ハンマーの質量とコンクリート表面のばね係数の積の平

方根であり，ばね係数は弾性係数を根拠とすることから，機械インピーダンス法は

コンクリートの弾性係数を測定していると見なすことができる。これは，弾性波速

度が材料の弾性係数の平方根に比例し，また弾性係数の高いコンクリートほど，概

して強度が高いと言う知見を根拠としている。  

その測定原理は，図 2-8 に示すように，コンクリート構造物が完全な半無限弾性

体と仮定して，質量 m のハンマーが速度 v でコンクリート表面に衝突した場合，ハ

ンマーの速度が 0 となった時のコンクリート表面の変位量を x とし，コンクリート

表面の変位と力の間にフックの法則が成立する。つまり，コンクリート表面に発生

する最大抵抗力Ｆは，コンクリート表面の疑似的なバネ定数を k とおくと，Ｆ＝kx

として表現される

2-14 )
。なお，エネルギーの釣り合いからハンマーの最大運動エネ

ルギーとコンクリート表面の最大ポテンシャルエネルギーは等しいため，1/2mv2
＝

1/2kx2
 となり， mk ＝F/v が得られる。ここで mk が機械インピーダンスであり，

作用した力の最大値をハンマーの初速度で除することで得られることがわかる

2-

14,15)
。  

 

 

 

 

 

図 2-8 ハンマーの衝突

2-14)より作成
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本手法は，ハンマーでコンクリートを打撃した時のハンマーがコンクリート表面

を押している時間（TA）とコンクリートの塑性変形によりハンマーが押し戻される

時間（TR）の打撃応答波形から機械インピーダンス値を算出する方法である。機械

インピーダンス値は，図 2-9 に示す打撃応答波形の F max によって算出され，ハン

マーが接触する時間における加速度の数値積分値に相当する。ZA は TA の数値積分，

ZR は TR の数値積分を表している。このようにして求めた機械インピーダンス値を

測定・解析することで，コンクリートの圧縮強度の推定，コンクリート構造物にお

ける表面の劣化度合い，表面近傍の浮き・剥離を測定するものである

2-14,15 )
。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

反発度法は，コンクリートの表面をリバウンドハンマーによって打撃し，その反

発硬度から圧縮強度を求める方法であり，ハンマーによりコンコリートを打撃した

時にリバウンドハンマーの跳ね返り高さ（反発度）とコンクリートの硬さ（ブリネ

ル硬度），およびコンクリート強度には相関があることを根拠としている

2-16 )
。本手

法の適用範囲は，測定機器によっても異なるものの，10～60MPa のコンクリートと

され，簡易で非破壊なことから目視調査の補完や詳細調査の予備試験等に広く用い

られている。しかし，測定機器ごとの器差が大きいことや反発度法の原理であるコ

ンクリート表面を塑性変形させることによって強度を推定するため，同一箇所で繰

り返して測定を行うことが出来ないとされている

2-17 ,18 )
。また，反発度法は，コン

クリートのような不均質材料の場合，衝突点の骨材の有無，表層部の風化，乾湿状

態によって反発度が影響されるため，推定強度のバラツキが大きくなることや推定

精度が落ちる場合があることが指摘されている

2-19 )
。これに比べて，機械インピー

図 2-9 打撃力波形と機械インピーダンス

2-15)から一部改変  
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ダンス法は，対象箇所でハンマーを用いることにより，測定を行うことで簡便な手

法となり，同一箇所で連続して測定が可能である，打撃応答波形が得られるため事

後解析によって測定精度の向上が図られるといった特徴を有する。  

 

 

(2)機械インピーダンス法の研究・適用事例

機械インピーダンス法の研究・適用事例機械インピーダンス法の研究・適用事例

機械インピーダンス法の研究・適用事例  

機械インピーダンス法は，インパルスハンマーでコンクリート表面を打撃し，そ

の時の打撃力波形から機械インピーダンス値を求める手法である

2-14)
。本手法によ

るコンクリート供試体を用いた室内試験結果と同じ供試体を用いた圧縮強度試験

（JIS A 1108）結果の比較では高い相関があることが報告されている（R2=0.93） 2-

14)
。  

久保ら

2-20,21 )
は，模型や実物大の RC 擁壁を製作し，圧縮強度の精度検証，弾性

係数との関係比較，内部損傷の検出等を行うことで，実物大の構造物に適用できる

可能性があることを報告している。また，横山ら

2-22 )
は，RC 板を反発度での測定値

と比較することで精度検証している。さらに，久保ら

2-23， 24， 25)
はトンネルや後施

工アンカーへの適用性検証を行うとともに，供試体重量とハンマー重量との関係を

報告している

2-26 )
。これらの適用事例は，室内試験や野外試験でも供試体や模型（大

型含む）が対象であり，既存の実構造物に適用した例は見当たらない。  

このようなことから，三上ら

2-27 ,28 )
は，2 ヶ所の異なる海岸保全施設で反発度法，

機械インピーダンス法を比較検証することで，海岸保全施設への適用可能性を検証

している。また，これらの海岸保全施設に 2 漁港の漁港施設での結果を追加するこ

とで既存施設である海岸保全施設，および漁港施設のコンクリート圧縮強度を簡易

に求める方法を示し，コア採取による圧縮強度試験との関係式を提案しており，加

えて打撃応答波形を解析することで更なる精度向上が期待されることを述べている。 

このように，本手法は，ハンマーと測定装置を現地に簡易に持ち運ぶことが可能

であり，記録媒体を用いることでそれぞれの打撃波形や測定値が定量的に記録され

るという特徴により，簡易かつ定量的な手法であり，漁港施設における定期点検項

目としての適用性が高いと考えられる。  
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2.2.3 衝撃弾性波法

 衝撃弾性波法 衝撃弾性波法

 衝撃弾性波法  

 

(1)衝撃弾性波の測定原理

衝撃弾性波の測定原理衝撃弾性波の測定原理

衝撃弾性波の測定原理  

 衝撃弾性波法は，NDIS2426-2:20142-11)
に規格化されている（平成 21 年 6 月制

定，平成 26 年 9 月改正）。これらは，一般社団法人日本非破壊検査協会によって，

コンクリートの弾性波伝搬速度を測定する方法

2-29 )
，コンクリートの部材厚さ，新

設コンクリート構造物におけるコンクリートの圧縮強度及びひび割れ深さの評価を

行う方法について規定されている。なお，コンクリートの弾性波伝搬速度を測定す

る方法には，a）伝搬時間差を利用した弾性波伝搬速度の測定（付属書Ａ），ｂ）多

重反射の周波数特性を利用した弾性波伝搬速度の測定（付属書Ｂ）の 2 つがある。 

衝撃弾性波法は，ハンマー，鋼球等による機械的な方法や励磁コイルによる磁気

的な方法によって物理的な衝撃

2-30 )
をコンクリートに与え，これによって発生する

弾性波コンクリートの表面，または内部の振動として，振動センサによって受信し，

計測装置にて受信波形を記録する方法である。得られた受信波形から弾性波伝搬時

間差等からコンクリート中を伝搬する弾性波伝搬速度を算定することができる。コ

ンクリート中に伝搬する弾性波のイメージは，図 2-10 に示すとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-10 コンクリート中に伝搬する弾性波のイメージ

2-11 )から作成  

鋼球
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NDIS2426-2:20142-11 )  による付属書 A には，前述した物理的な衝撃を与える入

力点と振動を測定する測定点の配置の違いによって，5 種類の測定方法が示されて

いる。これらは大きく，a）測定点の同一面配置，b）測定点の対面配置の２つに分

かれ，入力点と測定点の位置関係は，図 2-11 に示すとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a）  測定点の同一面配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b）測定点の対面配置 

 
図 2-11 衝撃弾性波の入力点と振動測定点の配置

2-11 )より作成  

弾性波の入力点

L2

L1

振動の測定点1 振動の測定点2

弾性波の入力点

L2

振動の測定点2

コンクリート

コンクリート

＊弾性波の入力のタイミングを出力できる入力装置を使用

コンクリート

コンクリート

L1
L2

L2

振動の測定点1

弾性波の入力点

弾性波の入力点

振動の測定点

振動の測定点2

＊弾性波の入力のタイミングを出力できる入力装置を使用
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 付属書 A2-11 )  では，「伝搬時間差法を利用した弾性波伝搬速度の測定方法」につい

て同一面での弾性波速度の測定方法は，背面が埋設された構造体コンクリート，お

よび部材厚さの厚い構造体コンクリートにも適用可能であり，測定結果から部材厚

さや圧縮強度も評価できるといったことから有効な評価方法であるとしている。一

方で，この方法で測定される弾性波伝搬速度は，コンクリート表層部と内部との条

件の違いによって，コンクリート内部の弾性波伝搬速度が異なる可能性があり，既

設構造物等では表層部と内部との見掛けのコンクリート密度の相違や乾燥，劣化状

況等によっても異なる可能性があることも指摘されており，特に，既設構造物等の

内部を評価する場合には，留意する必要がある。  

 

(2)衝撃弾性波の研究・適用事例

衝撃弾性波の研究・適用事例衝撃弾性波の研究・適用事例

衝撃弾性波の研究・適用事例  

海外ではインパクトエコー法として，Nicholas.J.C2-31 )
らがコンクリートの検査

手法としてとりまとめており，国内では前述のように規格化されている

2-11 )
。衝撃

弾性波法の研究事例として，岩波

2-32 )
らは，コンクリート中の骨材等の影響を把握

するため，供試体で骨材やコンクリート材料を変えた検討を行っており，骨材寸法

や骨材量，空隙率等によって弾性波伝搬挙動が変わることを報告している。また，

弾性波速度を測定することでコンクリート圧縮強度を推定する方法として，立見ら

2-33 )
によって，水セメント比，粗骨材かさ容積，スランプ，空気量および混和剤等が

変わっても弾性波速度と圧縮強度の関係に影響ないことを報告している。また，岩

野ら

2-34 )
は，弾性係数とコンクリート圧縮強度に正の相関関係があることから，供

試体と新設コンクリート構造物から得た供試体でこれらを確認し，関係式を提案し

ている。一方，立見ら

2-35 ,36 ,37 )
は，コンクリートの使用材料，配合，含水率等を変

えた実験を継続し，これらの結果から得た弾性係数と圧縮強度との関係式を示し，

構造体コンクリートへの適用を提案している。さらに，岩波ら

2-38 )
は，多くの構造

体における圧縮強度を推定するための方法として圧縮強度と弾性波速度の関係を示

しており，圧縮強度試験（JIS A 1108）の数量を減少させるための推定方法を提案

している。これらは弾性係数とコンクリート圧縮強度に正の相関があることを示し

ており，微破壊試験と併用した試験方法も提案されている

2-39 )
。  

その他の検討事例として，岩野ら

2-40 )
は，衝撃弾性波法によるコンクリート構造

物の厚さ測定の解析方法を提案している。黒野ら

2-41 )
，斎藤ら

2-42 )
，北園ら

2-43 )
，
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国枝ら

2-44 )
は，PC クラウドの充填への評価方法として適用を検討し，首藤ら

2-45）

は，供試体に複数の切込みを入れることで実際のひび割れを想定し，ひび割れ先端

を衝撃弾性波によって検出でき，伝搬時間や発信・受信点の距離からひび割れ深さ

を測定できることを報告している。また，古谷ら

2-46 )
は，海岸保全施設の無筋コン

クリート胸壁で鉛直ひび割れ幅から衝撃弾性波法で測定したひび割れ深さを用いて，

ひび割れ幅からひび割れ深さを推定する方法を提案している。このようにひび割れ

については，目視を補完する方法として衝撃弾性波法等の活用が考えられる。さら

に，岩野ら

2-47 )
は新設コンクリート構造物での内部欠陥探査を検討している。  

以上のように，衝撃弾性波法は，基礎研究が多く蓄積され，規格化されているも

のの，新設コンクリート構造物への適用が多く，既設構造物への適用が少ない。こ

れは，付属書Ａ

2-11)
でも指摘されているように，既設構造物への適用は表面と内部

状況の違いの検討が必要であるとされることによると考えられる。このような状況

から既設の漁港施設への適用について，三上

2-48 )
らが測定点を同一面配置とする伝

搬時間差を利用した弾性波伝搬速度の測定方法を漁港施設で検討して提案した。こ

の漁港施設への適用は，まず，重松らによって，供試体を用いた室内実験を行い

2-

49)
，コンクリート表面が劣化するほど衝撃弾性波速度が低下することが報告され，

三上ら

2-48 )
によって，室内試験での検証，および実際の漁港施設でその適用性が検

討され，漁港施設で伝搬速度を測定することによって，表面のひび割れ，変状等を

評価可能であること，少なくとも躯体ごとの適用が可能であることから，既存漁港

施設へ適用性が高いことが報告された。さらに，これらを踏まえて，金田ら

2-50 )
は，

コンクリート圧縮強度と衝撃弾性波速度の関係を検討し，漁港施設表面の劣化度合

いを評価する方法として，主要な施設である防波堤上部工の機能診断に適用可能で

あることを報告している。加えて，調査手順や留意事項をまとめた技術資料も提示

されている

2-51 )
。  

 しかしながら，これらの方法は，いずれも弾性波伝搬速度を測定することで，理

論上の速度と比較して，ひび割れや変状等がある場合，この速度が低下することで

評価しようとする方法，または，この伝搬速度を圧縮強度に換算することで，構造

物表面部のコンクリート老朽化状態を評価する方法等であった。既設の漁港施設の

内部欠陥を評価するためには，今後も継続的な検討が必要であると考えられ，本論

文でこれらへの適用を検討した。  
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2.2.4 固有振動法

 固有振動法 固有振動法

 固有振動法  

 

(1)固有振動法の測定原理

固有振動法の測定原理固有振動法の測定原理

固有振動法の測定原理  

一般的に，それぞれの振動系には，固有の周期 T があり，以下で表される。  

 

2
2

k
T

n m

 ・・・・・・・・・・・・・・・ (2.1) 

 

n は固有円振動数，固有振動率，または固有角振動数などと呼ばれ，

f
の値を固

有振動数という

2-52)
。ここで，k はばね定数，m は質量である。  

 

m

kn

T
f

2

1

2

1
 ・・・・・・・・・・・・・ (2.2) 

 

一方，漁港施設防波堤を考えるとき，地盤が等方均質な線形弾性体であると仮定

し，地盤上において，図 2-12 に示すような縦横それぞれ a，b，高さ l の長方形コ

ンクリートブロックの水平振動を考える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-12 地盤上の長方形コンクリートブロック

2-52 )より作成  

 

 この長方形コンクリートブロックは、重心 G の水平変位 y および重心まわりの回

転角 θ をもつ 2 自由度系である。  
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ｙ

ｙｙ

ｙ

(b) 底面反力分布

(b) 底面反力分布(b) 底面反力分布

(b) 底面反力分布

 

G

θ

θθ

θ

ｙ

ｙｙ

ｙ

G’

 

2
   

 

2
 

(a) 底面の水平変位

(a) 底面の水平変位(a) 底面の水平変位

(a) 底面の水平変位

  

この場合，水平復元力は、以下のようになる。  

)
2

(
l

yabk s ・・・・・・・・・・・・・・・・・  (2.3) 

また、重心まわりの復元モーメントは左回りに  

2
)

2
(2

2

ll
yabkdkb s

a

a v ・・・・・・・・・・・ (2.4) 

となる。ブロックの質量を m、重心回りの質量の慣性モーメントを J、水平振動の

方程式は、  

0)
2

(
l

yabkym s ・・・・・・・・・・・・・・ (2.5) 

回転運動の方程式は、以下のようになる。  

2
)

2
(2

2

ll
yabkdkbJ s

a

a v ・・・・・・・・  (2.6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 長方形コンクリートブロックの底面水平変位と反力分布

2-53,54 )より作成  
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このような振動をロッキング振動といい、この振動の振動形によるロッキング中

心は、振動系ごとに異なる

2-53,54 )
。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-14 長方形コンクリートブロックの振動形とロッキング中心

2-53,54 )より作成  

 

  

  

G

  

  

G’

  

G

  

  

G’

  

(a) 一次

(a) 一次(a) 一次

(a) 一次

(b) 二次

b) 二次b) 二次

b) 二次
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丸山らは

 2 -55 )
，漁港施設における鉛直方向（Z 軸方向）の振動に着目し，供試体

を上部構造物，基礎を圧縮ばねと仮定した室内試験によって，計算値と実測値でよ

く一致することを報告した。しかし，実際の防波堤に働く外力として，地盤や波，

風が考えられ，突発的には地震やその他の振動等が挙げられる

2-53 )
。また，一般的

に  3 次元空間に存在する物体は，X，Y，Z 方向の並進運動とそれぞれの軸回りの

回転運動が可能であり，自由度  6 とされる  2-52 )
。これらの振動のうち，どの振動が

顕著であるかについては，防波堤では確認されていないのが現状である。   

村木ら

2-56 )
は，実際の防波堤の振動を測定し，固有周期 0.2 秒程度のロッキング

振動であること，この時の振動の 76％でロッキング中心が底面中心にあることを報

告している。また，図 2-15 に示すような最も単純な防波堤を想定した場合，水平方

向に並進する振動や鉛直方向の振動が顕著な場合，結果として漁港施設防波堤が移

動してしまうため，ロッキング振動が顕著であるとすることは妥当と言える。  

 

 

図 2-15 防波堤の概略平面図と断面図  

 

 

そこで，本研究では，漁港施設防波堤が弾性体である基礎上に剛体であるコンク

リートブロックがあり，基礎とブロックの底面中央を中心としてロッキング振動だ

けを対象とすることとした。この場合の固有振動数は，ロッキング振動だけを考慮

し，ロッキング中心が底面中央にあると仮定すると，式 (2.7)，(2.8)とした

2-52，56)
。

ここで，J は慣性モーメント，KR は回転方向のばね定数である。  

 

Ｚ軸方向

Ｘ軸方向

防波堤断面図

Ｙ軸方向

防波堤平面図

Ｘ軸方向

ロッキング振動

ロッキング中心
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 Ｊ   
＋Ｋ

 
 ＝0 ・・・・・・・・・・・・・・・ (2.7) 

固有振動数は，  

J

K
f R

2

1
0  ・・・・・・・・・・・・・・・ (2.8) 

 

この固有振動数が漁港施設防波堤の固有振動数であり， 5 章で防波堤上部のロッ

キング方向振動を測定して固有振動数を特定する方法，および 6 章で述べるロッキ

ング振動の現象をとらえるため，端部 2 点の鉛直変位量差を用いた施設基礎の健全

性を評価する方法の両者を固有振動法と定義した。  

 

 

 

(2)固有振動法の研究・適用事例
固有振動法の研究・適用事例固有振動法の研究・適用事例

固有振動法の研究・適用事例  

固有振動，または固有振動数を用いた研究事例として，土田ら

2-57 )
は地盤の地震

応答を検討するために様々な手法を用いて，地盤の固有振動数を求めることを試み

ている。また，島田ら

2-58 )
は，振動性状からコンクリート構造物の老朽化の評価を

行うために固有振動数を用いており，コンクリート製の煙突，および道路橋で検討

し，破壊に至る場合，固有振動数が低下することを報告している。  

一方，鉄道分野においては，構造系全体の健全性を非破壊で評価できる検査手法

として，衝撃振動試験が用いられている。衝撃振動試験は，西村ら

2-59 )
が開発した

試験方法であり，固有振動数を指標として構造物の健全性を評価する手法であり，

実際に河川内橋脚の洗堀による地盤ばねの変化を衝撃振動試験により把握した事例

が多い

2-60 )
。この他にも中川ら

2-61 )
は供用中の鉄道構造物に疑似損傷を与え，部材

の部分的な損傷が固有振動数にどのような影響を与えるかを報告し，吉田ら

2-62 )
は

RC ラーメン高架橋の場合の衝撃弾性波試験による評価結果を報告し，羽矢ら

2-63 )

は実際の実務適用事例を報告している。  

 ダムの分野でもいくつかの適用事例が見られ，大熊ら

2-64 )
は大規模アーチダムで

の常時微動計測結果から固有振動特性を検討し，これらの計測結果からダム構造物

の健全性を評価する方法を検討している。また，上島ら

2-65 )
は常時微動を長期観測

し，その間にあった東北地方太平洋地震時の地震応答やダム振動挙動の検討結果を
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報告している。さらに，仲村ら

2-66 )
は常時微動観測と三次元有限要素解析によって，

アーチダムの振動特性把握を試みており，金銅ら

2-67 )
は重力式コンクリートダムに

おける固有振動数変化と固有振動数の重回帰モデルの適用を提案している。  

 しかし，漁港，港湾における適用事例，特に防波堤の固有振動特性については，

研究，または適用事例が見当たらず，実際の港湾施設の防波堤で計測され，その固

有振動特性の検討とこれらがロッキング振動であることに言及している村木ら

2-56 )

の報告しか見当たらない状況である。  
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2.3 まとめ  

漁港施設の既存ストック調査結果を用いて，これらのデータを整理・分析したと

ころ，本研究の範囲内で，以下の結論を得た。  

1) 漁港施設の既存ストックは，全漁港数は 2,603 漁港（被災 3 県を除く），総施

設数 74,063，総延長 6,451km であった。漁港施設の延長割合が大きいのが，

外郭施設，輸送施設，係留施設であり，漁港施設の主要な施設である。また，

漁港施設の多くが順次，更新を迎えるとこれらの費用捻出が困難となることが

わかった。 

2) 施設の性能が低下した A の割合は，鋼構造の方が多いものの，コンクリート構

造の施設数が多くこれらの機能診断技術が必要である。外郭施設と係留施設の

平均経過年数は，それぞれ 49.5 年，43.3 年であり，老朽化が早い施設は，目

視で確認可能な変状が多いが，潜水を伴う鋼管杭等の腐食，および沈下，空洞

等，目視では発見や全体把握が困難な老朽化が比較的大きな比率を占めている

ことがわかった。 

3) 上記 2)のことから，1 章の本研究の目的で述べた①～③の観点で新たな漁港施

設への機能診断手法の適用を試み，非破壊（微破壊含む）試験の導入が現実的

であると判断される，機械インピーダンス法，衝撃弾性波法（透過法），固有

振動法（1 点計測，2 点計測）の 3 手法について既存の知見を整理した。 
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３章 機械インピーダンス法の既設漁港施設への適用 ３章 機械インピーダンス法の既設漁港施設への適用 ３章 機械インピーダンス法の既設漁港施設への適用 ３章 機械インピーダンス法の既設漁港施設への適用 

 

3.1 研究の背景と目的  

 全国各地の漁港は，施設数量が多く ,多様な構造様式である一方，漁港管理者の大

部分が市町村であり，維持管理予算が制限される上，専門知識を有する技術者を確

保し難い状況にあるという実態がある。また，漁港施設における診断手法は，目視

が主であるため，調査者による評価のばらつきや精度向上，簡易診断手法の開発等

今後改善されることが求められている。特に，簡易診断手法の開発は，目視や計測

における診断者の知識や技能の違いによる影響が大きいことや対象施設の立地条件

（例えば，埋没や消波工設置による見落とし）による制約なども課題として挙げら

れている

3-1 )
。 

 このように施設数量が多く，多様な構造形式がある漁港施設において，一定の精

度を確保するとともに，客観的，かつ効率的な劣化診断手法が求められている

3-2)
。

このような状況から，三上ら

3-3,4 )
は，2 ヶ所の異なる海岸保全施設で反発度法，機

械インピーダンス法を比較検証し，海岸保全施設への適用性を検証した。また，こ

れらの海岸保全施設に 2 漁港の漁港施設での結果を追加することで既存施設である

海岸保全施設および漁港施設のコンクリート圧縮強度を簡易に求める方法を示し，

コア採取による圧縮強度試験との関係式を提案しており，加えて打撃応答波形を解

析することで更なる精度向上が期待されることを報告している。しかしながら，こ

れらの報告は，実構造物での実データが少ないことに加え，打撃応答波形の解析が

加味されていないといった課題が残されていた。 

そこで，本章では， 2 章で述べた「①従来の目視調査を工夫することで，詳細調

査を行わない，または詳細調査の対象箇所等を減少させる（機能診断の効率化）」，

および「②詳細調査に位置付けられている手法を簡易化し，目視調査と同時に実施

できるようにする（機能診断の簡易化）」の観点で，ハンマーでコンクリートを打撃

し，そのときに得られる打撃応答波形から圧縮強度を推定する機械インピーダンス

法の漁港施設への適用

3-5,6 )
を検討した。 
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3.2 機械インピーダンス法の既設漁港施設への適用  

 

3.2.1 室内試験による検証
室内試験による検証室内試験による検証

室内試験による検証  

(1)測定箇所による測定値の変化
測定箇所による測定値の変化測定箇所による測定値の変化

測定箇所による測定値の変化  

反発度法

3-7 )
，機械インピーダンス法，および圧縮強度試験（JIS A 1108）の３手

法での測定値や測定箇所の影響を比較するために，水セメント比（W/C）を 35，50，

65％とした角柱供試体（300×300×600mm）を製作し，これらの供試体を反発度法

および機械インピーダンス法で測定し，それぞれ推定強度を求めた。用いた角柱供

試体の概観は，図 3-1 に示すとおりである。また，これら角柱供試体を作製したコ

ンクリートの使用材料，および配合は，表 3-1，表 3-2 のとおりである。  

2 手法での測定箇所は，供試体上面，上面から 10cm の側面（高さ 0-20cm），上

面から 30cm の側面（高さ 20-40cm），上面から 50cm の側面（高さ 40-60cm），お

よび供試体下面の 5 箇所とした（図 3-2 参照）。また，これら 2 手法の測定終了後，

それぞれの測定箇所からコア (φ75mm)を採取し，圧縮強度試験（ JIS A 1108）を実

施した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 角柱供試体の概観 

 

表 3-1 コンクリートの使用材料  

 

 

 

 

 

記号

セメント C

細骨材 S

粗骨材 G

Ad1

Ad2

SP

青梅産硬質砂岩砕石 密度：2.70g/cm ,吸水率：0.62％，最大寸法：20mm

混和剤

AE減水剤

リグニンスルホン酸化化合物とポリオールの複合

AE助剤 変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤

高性能AE減水剤 ポリカルボン酸エーテル系化合物

種類 物性または主成分

普通ポルトランドセメント 密度：3.16g/cm ,比表面積：3300cm

2

/g

菊川支流産山砂 密度：2.59g/cm ,吸水率：2.18％,粗粒率：2.42



47 
 

 

表 3-2 コンクリートの配合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 角柱供試体における測定箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

W C S G Ad1 Ad2 SP

空気量

(%)

スランプ

(cm)

35 42.8 162 463 717 998 - 0.009 3.70 4.5 15.5

50 45.8 167 334 809 998 1.67 0.003 - 4.0 15.8

65 47.2 172 265 854 998 1.06 0.004 - 4.3 11.0

混和剤(kg/m )

実測値

4.5

W/C

(%)

s/a

(%)

空気量

(%)

単位量(kg/m ) 
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(2)測定回数や骨材分離による測定値への影響
測定回数や骨材分離による測定値への影響測定回数や骨材分離による測定値への影響

測定回数や骨材分離による測定値への影響  

反発度法と機械インピーダンス法における測定値への測定回数の影響を比較する

ために，前述 (1)で述べた角柱供試体（W/C：35，50，65％，300×300×600mm）を

再度作製して，両手法による測定を実施した。測定箇所は，上面から 10cm の側面

（高さ 0-20cm）とし，打撃回数を 25，50，100 回と変えて測定した。 

また，粗骨材分離の影響が両手法での測定に与える影響を比較するために，角柱

供試体の上面から高さ 0～20cm，高さ 20～40cm，高さ 40～60cm の 3 つに区分し，

フレッシュコンクリートの試料採取 (JIS A 1115)とフレッシュコンクリートの洗い

試験 (JIS A 1112)を実施し，測定箇所ごとの粗骨材質量と粒径別の粗骨材質量を測

定し，測定箇所ごとのコンクリート質量での骨材比を算出した。なお，打設時の振

動締固めは内部振動機を用い，上面から 5 箇所に 10 秒ずつ挿入して行った。 
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(3)表層部劣化の測定値への影響
表層部劣化の測定値への影響表層部劣化の測定値への影響

表層部劣化の測定値への影響  

コンクリート表層部の違いが反発度法と機械インピーダンス法における測定値へ

の影響を確認するために，前述 (2)で示した角柱供試体の測定を実施していない 1 側

面を希塩酸（希釈濃度：3.3％）に 5～10mm 浸漬し，24 時間静置して劣化させた。

その後，この劣化面をウォータージェットで洗って，測定面とした。図 3-3 に表層

部を劣化させた角柱供試体の概観を示した。  

表層部の劣化前，劣化後および劣化後に研磨した 3 つの条件（劣化前，劣化後研

磨前，劣化後研磨後）に対し，反発度法と機械インピーダンス法での測定を行った。

これらの測定箇所は，上面から 30cm の中央部とし（高さ 20-40cm），測定回数は 50

回とした。ただし，あくまでも両手法の測定への影響を確認するために，本試験で

は，いずれの手法も全ての測定値を用い，反発度法で従来言われている±20％以上

を無効としなかった。なお，供試体表面は，電動ディスク研磨機（ 100mm ディスク

グラインダ，粒度＃60）を用いて研磨した（表層約 1mm）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 表層部を劣化させた角柱供試体の概観 
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3.2.2 現地試験による検証
現地試験による検証現地試験による検証

現地試験による検証  

既存漁港施設として，神奈川県三浦市にある三崎漁港の西山防波堤と城ヶ崎 4 号

係船岸壁を現地試験の対象施設とした（図 3-4 参照）。これらの構造形式，建設年次，

測定箇所等は，表 3-3 のとおりである。  

これらの漁港施設で，研磨前後での反発度法，機械インピーダンス法による測定

を行い，同一箇所でコアを採取して圧縮強度試験（JIS A 1108）を実施した。測定

回数は，それぞれ 25，50 回とし，研磨は，目視によってコンクリート表面に凹凸

がないと判断できる程度（約 1mm）に電動ディスク研磨機（100mm ディスクグラ

インダ，粒度＃60）を用いて行った。それぞれの施設は，設計図書等が残されてい

ないため，改良等の履歴は不明であり，材料の配合なども不明であったものの，無

筋コンクリート構造であると判断された。  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-4 西山防波堤（左），城ヶ崎 4 号係船岸壁（右） 

 

表 3-3 既存漁港施設の構造形式，建設年次，および測定項目，測定点数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁港名 施設名 構造形式 建設年次 測定項目，測定点数

三崎漁港

西山防波堤

崩壊ブロック積，上部

工場所打ち

（無筋コンクリート）

昭和２８年

・圧縮強度試験：3箇所

・反発度法

　研磨前後でそれぞれ25，50回測定

　(3cm間隔メッシュ）

・機械インピーダンス法

　研磨前後でそれぞれ25，50回測定

　(3cm間隔メッシュ）

城ヶ崎4号

係船岸壁

コンクリートブロック式

（無筋コンクリート）

昭和３６年



51 
 

W/C

35%

50%

65%

測定箇所ごとの推定強度

0 20 40 60 80

上面

高さ(0-20cm)

高さ(20-40cm)

高さ(40-60cm)

下面

N/mm2

反発度法

機械インピーダンス法

平均圧縮強度

0 20 40 60

上面

高さ(0-20cm)

高さ(20-40cm)

高さ(40-60cm)

下面

N/mm2

反発度法

機械インピーダンス法

平均圧縮強度

0 10 20 30 40 50

上面

高さ(0-20cm)

高さ(20-40cm)

高さ(40-60cm)

下面

N/mm2

反発度法

機械インピーダンス法

平均圧縮強度

0 20 40 60 80

上面

高さ(0-20cm)

高さ(20-40cm)

高さ(40-60cm)

下面

N/mm2

反発度法

機械インピーダンス法

平均圧縮強度

3.3 結果および考察  

3.3.1 室内試験による検証
室内試験による検証室内試験による検証

室内試験による検証  

(1)測定箇所による測定値の変化
測定箇所による測定値の変化測定箇所による測定値の変化

測定箇所による測定値の変化  

反発度法，機械インピーダンス法による測定箇所ごとの推定強度とコア採取によ

る平均圧縮強度の結果は，図 3-5 に示すとおりである。なお，反発度法の推定は，

いずれも 25 回打撃で，これらの反発度（R 値）の平均値からコンクリート強度を推

定した（推定強度=-18.04+1.27R0）3-7 )
。また，機械インピーダンス法の測定，およ

び推定強度は，「漁港施設における機械インピーダンス法を用いたコンクリート強

度推定運用マニュアル（案）」に準拠し，25 回の打撃を行って推定した（推定強度

=2.98×機械インピーダンス値（ZR） -13.35） 3-8 )
。  

反発度法，機械インピーダンス法および圧縮強度試験の 3 つの方法で測定した圧

縮強度を比較すると，いずれの W/C においても平均圧縮強度＞機械インピーダンス

法＞反発度法となる傾向があり（図 3-5 参照），機械インピーダンス法は，反発度法

と比較して，コアによる平均圧縮強度に近い値となった

3-6)
。また，反発度法の上面

と高さ 0-20cm の推定強度を除いて，全ての推定強度と平均圧縮強度が上面から下

面になるにつれ，強度が大きくなる傾向があった。この傾向は，島ら

3-9 )
が報告した

内容と一致するものであった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-5 測定箇所ごとの推定強度および平均圧縮強度  



52 
 

(2)測定回数や骨材分離による測定値への影響
測定回数や骨材分離による測定値への影響測定回数や骨材分離による測定値への影響

測定回数や骨材分離による測定値への影響  

反発度法，機械インピーダンス法による測定回数ごとの推定強度の結果は，表 3-

4 に示すとおりである。なお，推定強度の推定方法は，前述 (1)と同様とした。反発

度法の推定強度は，測定回数が増えるほど推定強度が大きくなる傾向があり，変動

係数も増加した。一方，機械インピーダンス法の推定強度は，反発度法と同様の傾

向を示しているものの，変動係数は横ばいの傾向や減少する傾向も見られた。いず

れの手法も測定回数が増えるほど，推定強度が大きくなる傾向があるのは，同一箇

所を 25～100 回と打撃することにより，コンクリート表層が締固まり，見掛け上の

推定強度が増加すること等が影響したものと考えられる。  

図 3-6 に両手法での 100 回の推定強度を 100 としたとき，25，50 回での推定強度

の割合を算出した。反発度法は，80.9 以上となり，機械インピーダンス法は，90.6

以上となった。反発度法の推定強度は，50 回以上の測定値によって，概ね 90％を

超えるものの，測定対象の状況によっては，機械インピーダンス法より多くの測定

回数が必要になることが示唆された。  

表 3-5 にそれぞれの測定箇所における粒径ごとの粗骨材を示した。いずれの W/C

でも角柱供試体の上面から下面になるほど，全骨材比が増加した。このようなコン

クリート打設後の粗骨材比の違いが前述 (1)で述べた供試体の上面から下面になる

ほど，強度が大きくなる要因の一つとなっていると考えられる。一般には粒径の大

きい骨材ほど分離（下方への沈降）が多いと考えられ，それぞれの高さにおける粒

径ごとの骨材比を見ると，粒径 10～15mm の分離が最も大きくなる傾向となった。 

 

表 3-4 反発度法，機械インピーダンス法による測定回数ごとの推定強度，変動係数  

 

 

 

25回 50回 100回 25回 50回 100回 25回 50回 100回

推定強度

（N/mm

2

）

27.4 28.9 32.6 21.8 22.5 23.8 16.1 18.1 19.9

変動係数（％） 12.8% 12.8% 16.6% 11.9% 12.4% 16.4% 18.0% 21.5% 24.6%

推定強度

（N/mm

2

）

35.7 37.1 37.7 26.9 29.3 29.7 22.1 23.5 24.3

変動係数（％） 14.7% 18.2% 18.2% 30.8% 27.6% 27.9% 36.2% 33.3% 30.7%

機械

インピー

ダンス法

*1：反発度法の推定強度は、推定強度＝-18.04＋1.27＊R

0

によって求めた

3

-5

)

。

*2：機械インピーダンス法の推定強度は、推定強度＝2.98×機械インピーダンス値（ZR)-13.35によって求めた

3-6)

。

W/C 35% 50% 65%

測定回数

反発度法
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図 3-6 反発度法，機械インピーダンス法による測定回数 100 回の推定強度を 100

とした推定強度の割合  

 

 

表 3-5 角柱供試体の測定箇所ごとの骨材比  

 

 

測定箇所

粒径

(mm)

粒径別

骨材比(%)

全骨材比(%)

粒径別

骨材比(%)

全骨材比(%)

粒径別

骨材比(%)

全骨材比(%)

5～10 5.6 4.9 4.7

10～15 20.2 19.2 20.5

15～20 13.9 13.6 13.5

5～10 6.0 6.2 5.9

10～15 21.2 22.9 24.1

15～20 14.0 13.9 13.4

5～10 6.9 7.7 6.3

10～15 24.0 25.2 26.1

15～20 13.6 14.6 14.6

高さ(20-40cm) 41.2 43.0 43.4

高さ(40-60cm) 44.6 47.5 47.0

w/c 35% 50% 65%

高さ(0-20cm) 39.7 37.7 38.7

W/C

測定箇所ごとの推定割合（％）

35%

50%

65%

80

82

84

86

88

90

92

94

96

98

100

25回 50回 100回

反発度法

機械

インピーダンス法

80
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86

88

90
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25回 50回 100回

反発度法

機械

インピーダンス法

80
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84

86

88

90

92

94

96

98

100

25回 50回 100回

反発度法

機械

インピーダンス法
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(3)表層部劣化の測定値への影響

表層部劣化の測定値への影響表層部劣化の測定値への影響

表層部劣化の測定値への影響  

反発度法，機械インピーダンス法による劣化前，劣化後研磨前，劣化後研磨後の

推定強度と変動係数は，図 3-7 に示すとおりである。いずれの W/C，表層部の状態

でも反発度法より，機械インピーダンス法の推定強度が大きい傾向となり，これら

は他の室内試験結果と同様の傾向となっている。  

また，反発度法の推定強度は，劣化後の研磨前の値が機械インピーダンス法と比

較して，大きく減少する傾向があり，このときの変動係数が顕著に大きくなってい

ることから，反発度法は，既存漁港施設へ適用する場合，研磨がより重要であるこ

とが示されている

3-2 )
。  

 

 

図 3-7 表層部の状態を変化させた反発度法，機械インピーダンス法の推定強度と

変動係数 
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3.3.2 現地試験による検証

 現地試験による検証 現地試験による検証

 現地試験による検証  

 三崎漁港における西山防波堤と城ヶ崎 4 号係船岸壁における反発度法，機械イン

ピーダンス法および圧縮強度試験の結果を表 3-6 に示す。なお，ここでは，反発度

法による推定強度は， 3.3.1 と同様に推定しているものの，±20%を無効としている

3-7 )
。機械インピーダンス法では，打撃応答波形における ZA と ZR が非対称で波形

が乱れたものは無効とすることで打撃応答波形の影響を加味している

3-2 )
。  

反発度法の推定強度は，研磨前後で大きくなり，コア採取による平均圧縮強度に

近づき，変動係数も減少する結果となった。西山防波堤における推定強度は，平均

圧縮強度と比較して， 25.7～37.3％にとどまっており，城ヶ崎 4 号係船岸壁では，

28.3～51.5％であった。また，研磨を実施しても 37.3～51.5％と平均圧縮強度と比

較して，かなり過小となり，さらに，変動係数も大きくなる傾向であった（表 3-6

参照）。この結果は，従来いわれている対象の材料，対象の表面状態，測定箇所の骨

材等の反発度がばらつくとされていることを裏付けることを示している

3-7， 10)
。  

反発度法は，既存漁港施設へ適用する場合，従来いわれているように，研磨が必

須であり，ある程度無効となる測定値があることも踏まえて，多めの測定点数を想

定して，採取コアによる圧縮強度試験を併用すべきである

3-7， 10 )
。  

 

表 3-6 反発度法，機械インピーダンス法による推定強度（三崎漁港）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研磨前 研磨後 研磨前 研磨後 研磨前 研磨後 研磨前 研磨後

推定強度a

（N/mm

2

）

7.8 11.3 10.7 12.2 11.1 20.2 10.6 19.7

変動係数（％） 32.1% 24.8% 27.1% 19.7% 18.9% 15.8% 22.6% 16.2%

a/c（％） 25.7% 37.3% 35.3% 40.3% 28.3% 51.5% 27.0% 50.2%

推定強度b

（N/mm

2

）

26.7 28.3 22.2 22.3 31.2 31.2 26.1 26.8

変動係数（％） 55.4% 16.5% 62.2% 31.0% 21.2% 27.2% 43.2% 34.6%

b/c（％） 88.2% 93.2% 73.3% 73.6% 79.4% 79.6% 66.4% 68.3%

コア採取による

圧縮強度試験

平均圧縮強度c

（コア3本の平均

値，N/mm

2

）

漁港名 三崎漁港

施設名 西山防波堤 城ヶ崎4号係船岸壁

*3：コア採取による圧縮強度試験をcとし，a/c（％），b/c（％）のように割合を示している。

25回測定 50回測定 25回測定 50回測定

*1：反発度法の推定強度ａは、ａ＝-184＋13.0＊R

0

によって求めた

3-5)

。

*2：機械インピーダンス法の推定強度ｂは、ｂ＝2.98×機械インピーダンス値（ZR)-13.35によって求めた

3-6)

。

測定方法

反発度法

機械

インピーダンス法

30.3 39.2
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機械インピーダンス法の推定強度は，研磨前で 66.4～88.2％，研磨後に 68.3～

93.2％と平均圧縮強度に近い傾向があった。筆者らは

3-2 )  ，既設漁港施設である青

森県宇鉄漁港，新潟県筒石漁港，同能生漁港の 5 施設 6 躯体の結果から，本手法の

研磨前で±20％，研磨後で±10％程度の推定強度になることを報告しており，今回の

結果もこれらと比較して，同程度であった。  

一方，西山防波堤における研磨前の変動係数が大きい傾向があった。これは，建

設年次が昭和 28 年である西山防波堤の表面に室内試験で劣化させたよりも骨材が

露出している状況があったため，これらの影響があったと考えられる。前述の現地

調査

3-2 )
や室内試験では変動係数が顕著に大きくなる傾向はなかったため，西山防

波堤のような場合は，留意する必要がある。なお，両手法における打撃回数 25 回，

50 回の結果は，西山防波堤における反発度法の推定強度が 50 回測定の方が 25 回

測定より平均圧縮強度に近づく傾向があったものの，機械インピーダンス法ではこ

のような傾向はなく，測定回数は 25 回が妥当であると判断された。  

三上ら

3-3 )
は，海岸構造物の既存堤防でコアによる平均圧縮強度と機械インピーダ

ンス法による測定値を比較し，機械インピーダンス法の測定値からコア平均圧縮強

度を推定するため，これを堤防施設に適用する補正式 (3.1)を提案している（Y：コア

による平均圧縮強度 N/mm2
，X：機械インピーダンス法による推定強度 N/mm2

）。  

Ｙ＝1.07Ｘ＋8.46（R2
＝0.73）・・・・・・・・・・ (3.1) 

筆者らが実施した 4 漁港 7 施設 8 躯体分の関係は， (3.2)式となり， (3.1)式より高

い相関が得られた。  

Ｙ＝1.76Ｘ -12.97（R2
＝0.94）・・・・・・・・・・ (3.2) 

三上ら

3-3 )
の報告に加え，筆者

3-2,5 )
らが実施した既存漁港施設のデータでは，打

撃応答波形による処理も加味しており，(3.2)式の関係式がより漁港施設に適用性が

高いものと考えられる。しかし，西山防波堤の機械インピーダンス法の推定強度で

変動係数が高い傾向があり，当該施設の表面に骨材が露出するほど多く見られる場

合は留意が必要である。  

機械インピーダンス法は，表面に骨材が露出する状態の場所に留意しつつ，今後

も継続的なデータ蓄積や施設ごとのキャリブレーションを伴いながら，±20%程度の

誤差を想定すれば，研磨しなくとも，コアによる平均圧縮強度に近い値が推定でき

ると考えられる。  
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3.4 まとめ  

1 章の本研究の目的で示した 3 つの観点のうち，「①従来の目視調査を工夫するこ

とで，詳細調査を行わない，または詳細調査の対象箇所等を減少させる（機能診断

の効率化）」および「②詳細調査に位置付けられている手法を簡易化し，目視調査と

同時に実施できるようにする（機能診断の簡易化）」の観点で，機械インピーダンス

法の漁港施設への適用を検討し，本研究の範囲内で，以下の結論を得た。  

1) 反発度法は，コアによる平均圧縮強度試験結果より，推定強度が低い傾向があ

った。また，研磨前後の差が大きく，既存漁港施設への適用は，JIS 等で指摘

されているように，研磨が必須であり，測定点数を多くし，また構造形式や建

設年次ごとにコアによる圧縮強度を併用する等が必要である。 

2) 機械インピーダンス法は，反発度法より，表面に骨材が露出する状態の場所に

留意しつつ，今後も継続的なデータ蓄積や施設ごとのキャリブレーションを伴

いながらも，±20%程度の誤差を許容すれば，研磨しなくとも推定強度がコア

による平均圧縮強度試験結果と近いことを確認した。また，定量的なデータが

蓄積できるため，打撃応答波形を考慮した圧縮強度との関係式によって，更な

る精度向上が期待され，事前の研磨が不要な簡易圧縮強度推定法として活用で

きるものと考えられる。 

以上より，三上

3-3 ,4)
らが提案した機械インピーダンス法による漁港施設への適用

について，室内試験による検証を行うとともに，実際の漁港施設における検証を行

って，打撃応答波形を考慮した推定圧縮強度を算出し，より圧縮強度試験結果と相

関が高い換算式を提示した。  

本手法が漁港施設へ実用化することで，詳細調査における診断時間の短縮が図ら

れる。また，「②詳細調査に位置付けられている手法を簡易化し，目視調査と同時に

実施できるようにする（機能診断の簡易化）」の観点においても今後の機能診断時に

目視調査と一緒に実施することで，コンクリート圧縮強度の推定が簡易に可能とな

るため，詳細調査を行うケースが減少できる。漁港施設の機能診断における圧縮強

度試験のサンプル数を減少できることから機能診断の簡易化に繋がるものと考えら

れ，実際に高知県，山口県の漁港施設で導入されており，今後，広く普及を図り，

データ蓄積を進めれば，立地場所，構造形式，建設年次が異なる場合の換算等も可

能となると考えられる。  
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４章 衝撃弾性波法（透過法）の防波堤内部欠陥検出への４章 衝撃弾性波法（透過法）の防波堤内部欠陥検出への４章 衝撃弾性波法（透過法）の防波堤内部欠陥検出への４章 衝撃弾性波法（透過法）の防波堤内部欠陥検出への

適用 適用 適用 適用 

 

4.1 研究の背景と目的  

漁港施設における機能診断手法は，点検技術者による評価のばらつき解消や精度

向上，簡易診断手法の開発，老朽化予測やライフサイクルコスト（LCC）算定の精

度向上等，今後改善されるべき技術的課題が多いとされる

4-1)
。特に，今後の適切な

維持管理のためには，一定の精度を確保するとともに，客観的，かつ効率的な診断

手法が求められている

4-2 )
。  

漁港施設の中で，多くの割合を占める施設に外郭施設があり，このうち防波堤が

漁港の静穏域を確保する施設として主要なものとなっている。これらは，波浪や海

水の影響でひび割れ，欠損等の変状が発生することが知られており，適切かつ定期

的な維持管理を行うことで，可能な限りの長寿命化や早期発見による倒壊リスクを

最小化させることが重要である

4-3 )
。 

一方，これら防波堤の特徴として，施設の大半が水中部や地中部に位置している

ことから，部材の状況を陸上から簡易に視認することが難しい，または実質的に無

理であり，水中部での点検の際は潜水を伴うことによって，診断コストの増大や点

検時に危険にさらされることが挙げられる

4-4 )
。 

このような課題に対して，構造体の評価手法として弾性波を用いる手法があり，

三上らは，海岸施設や漁港施設を対象として，衝撃弾性波速度を用いることでこれ

らの欠陥を検出する手法を検討し，この手法を漁港施設に適用することを提案した

4-5 )
。この手法は，海岸施設や漁港施設の特徴を踏まえ，構造物上部 2 点で衝撃弾性

波速度を測定することによって，漁港施設の内部欠陥を検出する方法である。また，

岩野ら

4-6 )
は，多くの構造体における圧縮強度を推定するために，圧縮強度と弾性波

速度の関係を示した。これにより，構造体における圧縮強度を評価することで，こ

れらの健全性を評価しようとするものである。さらに，金田ら

4-7 )
は，三上ら

4-5 )
が

提案した方法で測定した弾性波速度と圧縮強度の関係から，弾性波速度を測定する

ことで，それぞれの漁港施設の健全性を評価する手法を実構造物に適用させ，防波

堤の上部工等の機能診断に有効であることを報告した。 

しかしながら，いずれの知見も弾性波速度やこれらから推定する圧縮強度を用い
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ることでコンクリート構造体の表層部を評価する手法となっており，漁港施設の内

部欠陥を診断する手法として流用することができないと考えられる。 

一方，NDIS 2426-2:20144-8 )
では，付属書Aで伝搬時間差を利用した弾性波伝搬速

度の測定方法が複数規定されている。これらの測定方法は，弾性波の入力点，およ

び振動測定点の配置例があり，構造物同一面配置と対面配置が記載されている。対

面配置については，構造物内部に弾性波を透過させることで，弾性波速度等を把握

するというものである。しかしながら，この方法で実構造物に適用させたという知

見が見当たらず，その適用性は不明である。 

そこで，本論文では，このような対面配置によって内部に弾性波を透過させ（図

4-1 
参照），漁港施設の内部欠陥を把握し，健全性を診断する方法について，室内試

験と実構造物での検証によって，漁港施設への適用を検討した。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 透過法衝撃弾性波の測定方法（対面配置）

4-8)より改変  

 

NDIS 2426-2:20144-8 )
によると，透過法衝撃弾性波の測定は，弾性波の入力点か

ら振動の測定点までの距離（L
2

）を有効数字3桁までで測定し，弾性波伝搬速度（m/s）

は，式（4.1）で算出することとされる．  

2 1

time

L L
V

tΔ
・・・・・・・・・・ (4.1)  

ここで，V t ime：伝搬時間差を利用した弾性波伝搬速度（m/s） 

    ∆t ：測定から求めた伝搬時間差（ s）  

    L2：弾性波の入力点から振動の測定点までの距離（ｍ）  

コンクリート

L2

弾性波の入力点

振動の測定点

＊弾性波の入力のタイミングを出力できる入力装置を使用
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前述したように，弾性波速度は，弾性波の入力点から振動の測定点までの最短直

線距離と弾性波が伝搬した時間で除すことで求められている。内部欠陥の検出では，

図
4-2

に示したように，弾性波の入力点と振動の測定点の最短直線経路に内部欠陥が

あることで弾性波の伝搬が遮断され，これが迂回して伝搬することで弾性波速度が

低下することを利用している。 

本論文では，室内試験において，発砲スチロールを用いて疑似的に内部欠陥を作

製して検証し，現地試験における内部欠陥は，その有無が不明なため，ひび割れを

活用している。ひび割れは，弾性波が伝搬しない程度の規模であったとき，図
4-2

に

示すように弾性波が伝搬し，これを活用した弾性波を用いたひび割れ深さの測定の

検討事例もある

4-9 )
。しかしながら，内部欠陥が弾性波の伝搬経路上にある場合でも

その一部が接着していることによって，伝搬する場合もあり

4-10)
，その伝搬経路を

特定するのは困難であり，このようなことが弾性波速度のばらつく要因となってい

ることが考えられる。また，弾性波の伝搬距離と伝搬時間だけで弾性波速度を算出

していることから内部のコンクリートが表面と異なる状況である場合や内部欠陥の

状況によっても

4-8 )
，弾性波速度がばらつくことが考えられ，内部欠陥の検出は弾性

波速度だけでは検出されない可能性もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図
4-2

 透過法衝撃弾性波の伝搬経路の模式図
 

コンクリート

L2弾性波の入力点 振動の測定点

内部欠陥

ひび割れ
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一方，弾性波は，測定距離が遠くなるほど減衰することが報告されており，山下

ら

4-11)
は，この弾性波の減衰を定量化することで，あと施工アンカーの評価に用い

ることを提案している。 

弾性波の減衰量 H は，図 4-3 に示した弾性波測定の応答波形例において，A input  

が入力時の加速度振幅，  Aout put  が受振波の加速度振幅であり，これらから式 (4.2)

によって求められる

4-11 )
。この弾性波の減衰量はパワー伝送比と定義されており，

この値が大きいことは，伝搬した弾性波の減衰が大きいことを意味している。  

本論文では，弾性波速度に加えて，この弾性波の減衰量を用いた評価方法を検討

した。具体的には，弾性波速度を前述の式（ 4.1）によって求めた。また，弾性波の

減衰量として，式 (4.2)によって定義されたパワー伝送比を求めることで弾性波速度

とパワー伝送比の 2 つの指標で，より確実に内部欠陥の検出ができるか否かを検討

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 弾性波測定における応答波形例  

 

output

input

A

A
H log20 ・・・・・・・・・・ (4.2)         

 

 

 

 

弾性波の伝搬時間  
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4.2 衝撃弾性波法（透過法）の防波堤内部欠陥への適用  

 

4.2.1 室内試験による検証
室内試験による検証室内試験による検証

室内試験による検証  

防波堤の内部欠陥を評価する衝撃弾性波法の適用性を検証するために，まず室内

試験を実施した。室内試験は，最も一般的な構造であるブロック積式防波堤を想定

したコンクリート供試体を防波堤 1スパンの 1/10スケールである 400×500×600 mm

寸法供試体を対象とした。また，この供試体は，内部空洞を疑似的に与えるため，

供試体中央部にあらかじめ200×300×400 mm，200×200×300 mmの発砲スチロール

をそれぞれ配置して作製した（図
4-4  参照）。なお，コンクリートの使用材料および

配合は，表
4-1

のとおりとした。それぞれの供試体の質量は，実測で図
4-4

に示すと

おり，空洞：大が226.5 kg，空洞：小が258.8 kgであった。   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 コンクリート供試体  
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表 4-1 コンクリートの使用材料および配合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

測定は，NDIS 2426-2:20144-8）
における「ｂ）測定点の対面配置」に準拠して

実施した。測定装置には，図 4-5 に示す衝撃弾性波装置を用いた（ iTECS：アプラ

イドリサーチ社製）。 

測定点は，図 4-6 に示すように，供試体 400×600 mm の片側面を入力点，反対側

の片側面を受信点とし，縦横 10 測定点とした。測定方法は，これら縦横 10 測定点

の入力点でハンマーを打撃し，反対側の片側面で衝撃弾性波を受信した。なお，そ

れぞれの測定点で 5 回ずつ測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 透過法弾性波測定装置（左）と透過法衝撃弾性波測定状況（右）  

 

 

 

記号

セメント C

細骨材 S

粗骨材 G

SP

AE

種類 物性または主成分

普通ポルトランドセメント 密度：3.16g/cm 

菊川支流産山砂 密度：2.59g/cm ,吸水率：2.18％

青梅産砕石 密度：2.70g/cm ,吸水率：0.62％,最大寸法：20mm

混和材料

高性能AE減水剤

 
アルキルエーテル系陰イオン界面活性剤

AE助剤 マイクロエア202

W C S G SP AE

0.00510±2.5

目標

空気量

（%）

4.5±1.5

W/C

(%)

50 17245.8 344 800 986 0.3020

Gmax

(mm)

目標

スランプ

（㎝）

s/a

単位量(kg/m ) 混和剤（C×%）
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図 4-6 透過法衝撃弾性波の供試体測定点配置（左：正面，右：側面）  
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4.2.2 現地試験による検証
現地試験による検証現地試験による検証

現地試験による検証 

現地試験の対象施設は，図 4-7 に示すような 2 漁港 2 施設とした。これら漁港

施設の構造形式は，いずれもコンクリートブロック単塊式であった。実際の構造物

では，室内試験のように内部欠陥の位置，規模，形状が現地で確認できないため，

構造物の表面に目視確認できるひび割れや欠損がある区間（以下，「スパン」とい

う）の状態を確認して，測定する測線を設定した。弾性波の測定は，室内試験と同

様に，衝撃弾性波装置を用い，対象スパンで片側側面を入力点，反対側の側面を受

信点として，衝撃弾性波を測定した（図 4-8 参照）

4-8 )
。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 現地試験防波堤断面図（左：A 漁港防波堤，右：B 漁港防波堤）  

 

 

 

 

 

 

図 4-8 現地試験における測定状況  
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 測定測線は，対象スパンごとに 500～1,000 mm 間隔で設定した。A 漁港防波堤，

および B 漁港防波堤における測線は，図 4-9 に示すとおりである。なお，測定した

波形から弾性波速度とパワー伝送比を室内試験と同様の方法によって，算出した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-9 測定測線の一例（上：A 漁港防波堤，下：B 漁港防波堤）  
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4.3 結果と考察  

 

4.3.1 室内試験による検証
室内試験による検証室内試験による検証

室内試験による検証  

室内試験での「空洞：大」および「空洞：小」の供試体における弾性波速度，

パワー伝送比は，表 4-2 に示すとおりである（5 回測定の平均値）。表 4-2 よ

り，弾性波速度は，空洞が有る測点が 3,020～4,100 m/s であり，空洞がない測

線は，4,424 m/s 以上であった。これらの値は，金田ら

4-7)
の報告と同様に，供

試体内部に欠陥が存在する場合，弾性波速度が低下する傾向があった。一方，

「空洞：小」における横測点②，③のように，比較的高い弾性波速度を示すもの

が見られた。また，パワー伝送比は，空洞がない測点では 5.6 dB 以下であり，

空洞の境界では，11.3，13.7 dB となり，空洞がある測点では，16.9 dB 以上と

なった。このように，パワー伝送比は，空洞の有無で明らかな違いが確認され

た。ただし，「空洞：大」の空洞がある縦測点②～⑤，および横測点②，③は，

受信センサに到達する波形が完全に消滅してしまうため，振幅値を「1」と仮定

して算出した。このため，空洞：大のパワー伝送比の値自体が過大である可能性

もある。 

 

表 4-2 室内試験における測定結果  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供試体

（重量）

端部から

の距離

（mm）

平均弾性

波速度

(m/s)

平均パワー

伝送比

（dB)

備考

① 50 4,463 4.5

② 150 3,820 50.9 空洞含む

③ 250 3,056 52.1 空洞含む

④ 350 3,020 56.5 空洞含む

⑤ 450 3,909 55.9 空洞含む

⑥ 550 4,503 3.4

① 50 4,463 2.5

② 150 3,502 55.6 空洞含む

③ 250 3,654 54.4 空洞含む

④ 350 4,543 4.1

① 50 4,424 3.8

② 150 4,238 11.3 境界（空洞-健全）

③ 250 3,478 27.2 空洞含む

④ 350 3,628 26.9 空洞含む

⑤ 450 4,274 13.7 境界（空洞-健全）

⑥ 550 4,543 5.6

① 50 4,424 3.3

② 150 4,100 16.4 空洞含む

③ 250 3,940 16.9 空洞含む

④ 350 4,463 1.9

測定位置

方向／測点

空洞：大

（226.5kg）

縦測点

横測点

空洞：小

（258.8kg）

縦測点

横測点



71 
 

0

10

20

30

40

50

60

3,000 3,200 3,400 3,600 3,800 4,000 4,200 4,400 4,600 4,800

パ

ワ

ー

伝

送

比

ｄ

B

弾性波速度m/s

空洞なしの測点

空洞大の空洞部測点

空洞小の空洞部測点
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表 4-2 における弾性波速度とパワー伝送比の分布は，図 4-10 に示すとおりで

ある。空洞がない測点は図中の右下部分に位置しており，空洞との境界，空洞小

の空洞がある測点の順に図中の左上の領域に移動する状況となった。図に示すよ

うに，室内試験による検証では，弾性波速度では 4,300m/s が空洞の有無の境界

となり，健全なコンクリートの弾性波速度よりむしろ大きい速度となってしまう

ものの，パワー伝送比では 10dB 程度で明確に空洞の有無を検出可能であり，弾

性波速度だけで判断するより，確実かつ明確に供試体内部欠陥を検出できること

を確認した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 弾性波速度とパワー伝送比の関係（室内試験結果）  
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4.3.2 現地試験による検証
現地試験による検証現地試験による検証

現地試験による検証  

(1)A 漁港防波堤
漁港防波堤漁港防波堤

漁港防波堤  

A 漁港防波堤におけるスパン毎の弾性波速度，パワー伝送比の一覧は，表 4-3

のとおりである。表より，幅 50 mm 程度の亀裂（貫通）がある場合（スパン 3 測

点①～⑧）は，内部に砂等が満たされている状況であっても弾性波の伝搬が確認

されていない。これより，明らかな変状がある場合，弾性波は伝搬しないことが

確認された。                

一方，ひび割れ幅 5 mm 程度（スパン 3 測点⑨～⑫），ひび割れ幅 10 mm，お

よび複数のひび割れがある場合（スパン 3 測点⑬～⑮），いずれのひび割れ幅で

も弾性波の伝搬が確認され，ひび割れ幅やひび割れ数による弾性波速度への影響

は，確認できなかった。これは，ひび割れ幅の影響だけでなく，ひび割れ深さや

ひび割れ内に詰まった砂や水の状態の影響が大きいためと考えられる

4-7)
。 

 

表 4-3 現地試験における測定結果（A 漁港防波堤）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 7,668 計測不能 -

② 7,730 計測不能 -

③ 7,550 計測不能 -

④ 7,630 計測不能 -

⑤ 8,100 計測不能 -

⑥ 8,100 計測不能 -

⑦ 8,100 計測不能 -

⑧ 8,100 計測不能 -

⑨ 4,640 3,437 29.9 ひび割れ通過：幅5mm

⑩ 4,640 3,457 29.6 ひび割れ通過：幅5mm

⑪ 4,670 3,339 31.0 ひび割れ通過：幅5mm

⑫ 4,690 3,273 32.2 ひび割れ通過：幅5mm

⑬ 4,550 3,520 23.5 ひび割れ通過：幅10mm

⑭ 4,600 3,430 38.3

減衰（ひび割れ2本通過：幅

10mm＋1mm）

⑮ 4,530 3,262 35.5 ひび割れ通過：幅10mm

測点

伝搬距離

(mm)

弾性波速度

(m/s)

パワー伝送比

（dB)

備考

弾性波未達（貫通ひび割れ通

過：幅50mm）

スパン3

対象スパン
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(2)B 漁港防波堤
漁港防波堤漁港防波堤

漁港防波堤  

B 漁港防波堤では，スパン 3，4 の 2 スパンでひび割れ等，変状がある箇所と

健全な箇所を設定して，透過法による衝撃弾性波を測定した。スパンごとの弾性

波速度，およびパワー伝送比の一覧を変状の有無ごとに図 4-11 に整理した。図よ

り，弾性波速度は 4,300 m/s 前後，パワー伝送比は 30.0 dB で，変状の有無が分

かれることがわかる。 

室内試験結果と比較すると，弾性波速度 250 m/s 程度，パワー伝送比は 20.0 

dB 程度の差があった。これは供試体が新設であり，実構造物が既設であることに

よる対象自体の影響がでた可能性がある。また，現地試験における変状は，あく

までひび割れを指標としており，今回はひび割れ幅を指標としている。首藤ら

4-

10)
は，ひび割れ幅が大きくなることによって，弾性波が迂回し，伝搬経路が長く

なることを示しており，ひび割れ深さに影響することを報告している。今回の現

地試験では，構造物表面を目視によって，ひび割れ本数とひび割れ幅によって測

線を設定したものの，ひび割れ深さや表面のひび割れ幅が内部で一定か否かも不

明である。現地試験における実際のひび割れと内部空隙は，本来は異なる変状で

あり，実際に内部欠陥を検出する場合はパワー伝送比が変わる可能性もあり，留

意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-11 現地試験における測定結果（B 漁港防波堤）  
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A 漁港防波堤の結果と比較しても，弾性波速度，およびパワー伝送比ともに差

異がみられ，両構造物のコンクリートの性質（使用材料や配合等）が影響したも

のと考えられる。 

しかしながら，図 4-11 に示すように，変状の有無によって，弾性波速度とパワ

ー伝送比で分けることができ，漁港施設の機能診断に適用できる可能性が高い。

また，室内試験結果でも傾向としては同じであったため，漁港の機能診断は，既

設構造物対象のため，弾性波速度がバラつきやすく，どの程度，強く伝わるかと

いう観点であるパワー伝送比を併せた評価が適切である。  
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4.4 まとめ  

1 章の本研究の目的で示した 3 つの観点のうち，「③目視調査で確認できないよ

うな場所について，詳細調査に位置付けられている手法を高度化して，新たな調

査方法とする（機能診断の高度化）」の観点で，対面配置によって内部に弾性波を

透過させることで漁港施設の内部欠陥を把握し，健全性を診断する衝撃弾性波法

（透過法）による漁港施設への適用を検討し，本研究の範囲内で，以下の結論を

得た。 

1) 内部欠陥があることを想定した供試体を用いて，健全部と不健全部それぞれ

で透過法弾性波法を適用し，内部欠陥の有無によって弾性波速度とパワー伝

送比が増減することを確認した。 

2) 透過法弾性波を測定する方法によって，弾性波速度とパワー伝送比という 2

つの指標で評価する方法を室内試験で検討し，前者が 4,300 m/s ，後者が

10.0 dB の交点で評価できることを確認した。さらに，室内試験で見出した

評価方法を現地構造物に適用し，評価基準とする数値が変わるものの，概ね

適用できることを確認した。 

ただし，今回の現地試験は，内部欠陥が表面からわかる変状で疑似的に実施し

たため，内部欠陥自体の実証とまでは言えない。今後，内部欠陥が既知の施設で

実証が必要である。また，パワー伝送比は，距離減衰の影響を受けやすいと考え

られるため，様々な構造形式でのデータを蓄積し，減衰係数等を求める必要があ

る。 
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５章 固有振動法（１点計測）の防波堤基礎部診断への適５章 固有振動法（１点計測）の防波堤基礎部診断への適５章 固有振動法（１点計測）の防波堤基礎部診断への適５章 固有振動法（１点計測）の防波堤基礎部診断への適

用 用 用 用 

 

5.1 研究の背景と目的  

1 章の研究の目的で述べたように，漁港施設における機能診断手法は，2 段階の

目視調査を中心としている

5-1)
。これら 2 段階の目視調査を補完する方法として，

コンクリート構造物に対し，その性能を確認する圧縮強度試験や非破壊検査手法の

打撃法，超音波法，および衝撃弾性波法等がある。また，コンクリート厚さ，内部

欠陥等，剥離，およびひび割れ深さ等を把握する方法としても，打音，超音波，お

よび衝撃弾性波法が用いられる

5-2 ,3 )
。しかしながら，構造体における基礎洗堀等，

目視できない，または困難な箇所では，それ自体が確認できないために，これらの

変状が拡大するまで発見できないのが現状である。  

もともと，漁港施設の機能診断は，簡易調査による目視が主体であるため，時間

やコスト等の労力に加え，点検技術者による精度やバラつき等の問題がある

5-4 )
。特

に，施設の大半が水中部に位置する防波堤等の外郭施設では，その大部分が水面下

にあり，部材の状況を陸上から簡易に視認することが難しく，点検の際に潜水等を

伴うことによってコスト増大や危険性への直面を余儀なくされている。  

一方，西村ら

5-5 )
は，多くの鉄道橋脚で衝撃振動試験を行い，固有振動数を指標と

して構造物の健全性を評価する手法として，衝撃振動試験による健全度評価法を開

発した。この手法は，橋脚に強制振動を与えたときの構造物の振動を測定し，その

振動から構造物の健全性を評価する手法であり，構造物自体の固有振動に着目して

おり，構造物を剛体，その基礎をばねと考え，強制振動させることによる橋脚の振

動を測定し，これらの振動モードや固有振動数によって構造物基礎を評価している。

このように，構造物を剛体，その基礎をばねとすることは土木振動学

5-6,7 ,8）
で一般

的であり，西村らの手法は妥当である。しかしながら，漁港施設は鉄道橋脚と寸法

や条件が異なるため，このような条件で検討した例が見当たらない。  

そこで，このような課題に対し，丸山ら

5-9 )
は，前述の鉄道橋脚の既設構造物健全

性を評価する方法

5-5,10,11)
を参考として，防波堤構造物を弾性体，底質地盤をばねと

仮定して，堤体上部で振動を計測し，固有振動数を特定することで漁港施設におけ

る不可視部（基礎部）欠陥を診断する方法を提案した。筆者らは，この丸山ら

5-9)
が
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提案した方法を用いて，防波堤における固有振動数を測定し，不可視部である基礎

の健全性を評価する手法を検討した。具体的には，漁港施設防波堤 1 躯体（4,000

×6,000×5,000 mm 程度）を地盤が弾性体，その上部コンクリート構造物が剛性と

して，これを模した模型を作製した。この模型を用いて，基礎欠損の程度が固有振

動特性に与える影響を把握し，鉛直方向振動と水平方向振動（ロッキング振動）の

理論値と実測値を比較することで，固有振動数による漁港施設（防波堤）不可視部

（基礎部）の評価方法を検討した。  

コンクリート上部の振動を計測することで基礎部欠陥を評価する手法の適用によ

って，目視調査で確認できない基礎部変状（洗堀）の有無を陸上から検出すること

が可能となり，「③機能診断の高度化」に繋がるものと考えられる。なお，本章では，

漁港施設 1 躯体における上部 1 点で固有振動特性を測定する方法を検討しており，

以下，固有振動法（1 点計測）としている。  
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5.2 固有振動法（1 点計測）の防波堤基礎部診断への適用  

 

5.2.1 室内試験による検証

 室内試験による検証 室内試験による検証

 室内試験による検証  

村木ら

5-12 )
は，実際の港湾施設における防波堤の振動変位から，ロッキング中心

が底面中央部にある場合が 76 %，残りは底面前端，または底面後端等であったこと

を報告している。ここでは，漁港施設の老朽化の有無を評価するためのスクリーニ

ング手法として位置づけ，村木ら

5-12 )
の報告を参考として，最も多い振動パターン

（ロッキング中心が底面中央部の場合）とロッキング中心が底面中央部からずれた

パターンについて，固有振動数がどう変化するかを確認した。 

実際の防波堤は，基礎の構成材料や隣接構造物との接地状態による拘束条件によ

って，地盤反力係数が異なると考えられるため，基礎のばね特性が既知とした場合

の供試体における振動変化の程度も確認した。用いた供試体は，最も一般的な構造

であ るブロ ック 積式防波 堤を想定し ，防 波堤 1 躯体の 1/10 スケール で ある

400×500×600 mm として作製した。供試体の材料や配合は，表 5-1 のとおりであり，

W/C50 %で実測質量は 270 kg であった（図 5-1 参照）。 

 

表 5-1 コンクリートの使用材料および配合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号

セメント C

細骨材 S

粗骨材 G

SP

AE

種類 物性または主成分

普通ポルトランドセメント 密度：3.16g/cm 

菊川支流産山砂 密度：2.59g/cm ,吸水率：2.18％

青梅産砕石 密度：2.70g/cm ,吸水率：0.62％,最大寸法：20mm

混和材料

高性能AE減水剤
 

アルキルエーテル系陰イオン界面活性剤

AE助剤 マイクロエア202

W C S G SP AE

0.00510±2.5

目標
空気量

（%）

4.5±1.5

W/C
(%)

50 17245.8 344 800 986 0.3020

Gmax
(mm)

目標
スランプ

（㎝）
s/a

単位量(kg/m ) 混和剤（C×%）
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供試体底部に配置する基礎は，ばね定数が既知の圧縮ばねとした。圧縮ばね 1 個

のばね定数は 198.61 N/mm であり，これらを供試体下部に①全面敷詰め（63 個），

②片側 10 cm 抜き（49 個），③両側 10 cm 抜き（35 個），および④中央 10 cm 抜

き（56 個）の 4 種類を設置した。なお，これらの圧縮ばねは，それぞれ均等間隔で

配置した（図 5-2 参照）。 

それぞれの圧縮ばね①～④の条件で供試体上部に小型振動計測装置（携帯用振動

計 SPC-51A，（株）東京測振社製）を設置して，静置状態での 3 成分（X，Y，Z 軸

方向）の振動を 100 Hz で 3 分間計測した。計測に用いた速度計は，図 5-2 に示す

ように，供試体短辺の中央部，および長辺部 1/4 の 箇所に設置した。 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 コンクリート供試体外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 供試体計測状況（左）と圧縮ばねの配置状況（上，右）  

Ｙ軸方向 

100100 100100

①全面敷詰め      ②片側 10 cm 抜き    ③両側 10 cm 抜き   ④中央 10 cm 抜き 
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室内試験で取得した時刻歴データは，高速フーリエ変換（FFT）し，得られたフ

ーリエスペクトルを平均して卓越振動数を求めた。 

圧縮ばねを基礎とした供試体鉛直方向（Z 軸方向）の振動は，1 自由度系の自由

振動とみなした。また，水平方向（Ｙ軸方向）の振動は，2 章で述べたように，既存

の知見からロッキング振動が卓越していると考えられるため，ロッキング振動だけ

を対象とした。なお，ここでの水平方向は，基礎の違いによる卓越振動の違いをよ

り捉えられるように，図 5-2 に示すように，長辺方向（Ｙ軸方向）に着目している。

このような仮定で鉛直方向（Z 軸方向）と水平方向（Ｙ軸方向）の固有振動数を算

出し，これらを理論値として，室内試験で得られた実測値と比較した。 
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5.2.2 現地試験による検証

 現地試験による検証 現地試験による検証

 現地試験による検証  

現地試験による検証は，2 漁港 2 施設（A 漁港防波堤，B 漁港防波堤）を対象と

して実施した。対象とした施設の構造形式は，いずれも上部工のある単塊式であり，

当該施設の基礎は，いずれも直接基礎であった。基礎洗堀の有無は， A 漁港防波堤

の大部分の躯体で基礎部洗堀が確認されており，B 漁港防波堤の一部の躯体で基礎

部洗堀が確認されているものの，その規模の詳細は不明であった。一方，A 漁港防

波堤は，途中まで修復工事が終了しているため，基礎部に洗堀を有する躯体と既に

修復工事済みで洗堀が有しない躯体が存在しており，これらを対象とした。B 漁港

防波堤では，修復工事等されていないため，洗堀を有する躯体と洗堀が有しない躯

体を対象とした（図 5-3，5-4 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 防波堤断面（左： A 漁港防波堤，右： B 漁港防波堤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 現地試験速度計設置状況（左： A 漁港防波堤，右： B 漁港防波堤） 
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図 5-5 防波堤概略図と測定概要（上： A 漁港防波堤，下： B 漁港防波堤） 

 

これら防波堤上部で速度計によって振動を計測し，これらの結果を比較した。計

測に用いた速度計は，室内試験と同様のものを用いた。計測箇所は，構造物の法線

方向（Y 軸方向）が対象躯体の中央であり，法線直角方向（X 軸方向）が港内側端

部から A 漁港防波堤 1/8，B 漁港防波堤 1/4 とした（図 5-5 参照）。いずれの施設で

もサンプリング振動数 100 Hz で 3 分間計測した。計測したデータは，それぞれ

2,048 個のデータを 5 区間抽出し，高速フーリエ変換（FFT）した。得られたフー

リエスペクトルをバンド幅 0.4Hz の Parzen Window を使って平滑化した後，5 区

間のデータを平均することで卓越振動数を求めた。また，地盤振動の影響を排除す

るため，付近の自由地盤の振動を測定し，前述のフーリエスペクトルと比較して，

求めた卓越振動数が地盤振動ではないことを確認した上で固有振動数を特定した。  

基礎部の洗堀を有する箇所によって，着目する振動方向を変えることとした。具

体的には，図 5-5 に示すように，A 漁港防波堤が X 軸方向の振動，B 漁港防波堤が

Y 軸方向の振動にそれぞれ着目している。 

Ｚ軸方向

Ｘ軸方向

防波堤断面図

洗堀を有するスパン

Ｘ軸方向

洗堀箇所

洗堀を有しないスパン

港内側

港外側

計測箇所

防波堤平面図

Ｚ軸方向

Ｘ軸方向

防波堤断面図

洗堀を有するスパン

Ｙ軸方向

洗堀箇所

洗堀を有しないスパン

港外側

港内側

防波堤断面図

計測箇所
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5.3 結果と考察  

 

5.3.1 室内試験による検証

 室内試験による検証 室内試験による検証

 室内試験による検証  

室内試験における鉛直方向（Z 軸）の固有振動数   は，固有振動数の一般式を用い

て，供試体重量と圧縮ばねの個数分のばね係数から式 (5.1)を用いて算出した。ここ

で，k はばね定数，m は質量である。 

 

0

1

2

k
f

m  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (5.1) 

 

また，水平方向（X 軸）の固有振動数は，村木ら

5-12 )
の報告からロッキング中心

を供試体底面中央部とし，片側 10 cm 抜きは圧縮ばねが接している部分の中央部と

仮定し，式 (5.2)によって算出した。式 (5.2)は，水平方向の振動をロッキング振動

だけとしたとき，このロッキング中心が供試体底面，およびこの中心がずれると仮

定し，   は固有振動数，KR はロッキングばね定数，J は質量の慣性モーメントであ

る。 

 

0

1

2

R
K

f
J

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (5.2)             

 

圧縮ばねの配置から，①全面敷詰め（圧縮ばね 63 個），②両側 10 cm 抜き（圧縮

ばね 35 個），および③中央 10 cm 抜き（圧縮ばね 56 個）のロッキング中心が底面

中心にあると仮定した。また，④片側 10 cm 抜き（圧縮ばね 35 個）は，供試体と

圧縮ばねが接している箇所（40 cm）にロッキング中心があると仮定した。これら 4

つの条件で式 (5.3.1.2)を用いて，理論値を算出した。 

これら 4 条件における Z 軸方向と X 軸方向の理論値 a と実測値 b は，表 5-2 のと

おりである。Z 軸方向の振動における｜b-a｜ /b（%）は，6.2～14.9 %であり，圧縮

ばねの個数の増減で振動数も増減するという傾向であった。これは，丸山ら

5-9 )
の報

告と同様の結果であり，理論値との差は最も外側のばねが供試体からはみ出してい

る部分があること，厳密には供試体と圧縮ばねが接していない部分もあり得ること
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等に起因しているためと考えられる。また，X 軸方向も圧縮ばねの個数で振動数が

増減するという傾向が確認され，中央 10 cm 抜きは全面敷詰めと同程度となった。

｜b-a｜ /b（%）は，2.7～19.0 %と Z 軸より大きい誤差となった。 

 図 5-6 に室内試験における速度計の時刻歴波形の一部を示す。図より，水平方向

（X 軸）と鉛直方向（Z 軸）の波形は，概ね逆位相となっている。これは，水平動

が最大値に至るタイミングと上下動が最小値に至るタイミングがほぼ合致している

ことを意味しており，供試体がロッキング振動していることがわかる。このような

傾向は，いずれの室内試験による時刻歴データでも確認されることから，供試体の

振動形態は，想定したとおりロッキング振動であると判断された。  

 

表 5-2 供試体におけるそれぞれの条件での卓越振動数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-6 速度計の時刻歴波形（X 軸，Z 軸） 
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時刻歴サンプル数

x軸
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実測値

a

理論値

b

｜b-a｜/b

(%)

実測値

a

理論値

b

｜b-a｜/b

(%)

全面敷詰め

（圧縮ばね63個）

11.74 13.40 12.4% 29.20 34.3 14.9%

片側10cm抜き

（圧縮ばね49個）

7.89 8.15 3.2% 26.73 30.2 11.5%

両側10cm抜き

（圧縮ばね35個）

5.38 4.52 19.0% 23.91 25.5 6.2%

中央10cm抜き

（圧縮ばね56個）

12.57 12.24 2.7% 28.67 32.3 11.2%

＊圧縮ばね配置の模式図における■は、圧縮ばねがない場所を示す。

圧縮ばね配置

の模式図

ｘ軸 Z軸

固有振動数（Ｈｚ）
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前述した理由により，誤差が生じているものの，Ｚ軸の振動は式 (5.1),Ｘ軸の振

動は式 (5.2)で表される固有振動数を実構造物の 1/10 スケールの模型で再現できて

いると考えられる。 

供試体と基礎部の設置面が減少する場合，式 (5.2)による振動数が小さくなるため，

基礎部洗堀を構造体上部での振動計測で評価できる可能性がある。なお，室内試験

を実施した場所における自由地盤の振動を測定し，H/V スペクトル比による自由地

盤の卓越振動数は，0.68 Hz，5.66 Hz であった。これら振動数が室内試験で求めた

固有振動数とは異なることを確認した上で実測値の固有振動数を特定した。 
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5.3.2 現地試験による検証

 現地試験による検証 現地試験による検証

 現地試験による検証  

(1)A 漁港防波堤  

図 5-7 は，A 漁港防波堤における洗堀を有する躯体，洗堀を有しない躯体のフー

リエスペクトルである

5-13 )
。村木ら

5-12 )
は，1Hz 以下の振動数は，明らかに防波堤

の振動ではないこと，5Hz 程度が防波堤の固有振動であることを報告している。こ

れより，洗堀を有しない躯体における 5Hz 程度の卓越振動数は， 5.71 Hz であり，

洗堀を有する躯体は， 4.83 Hz であり，村木らの報告と概ね一致した。また，これ

らの値は洗堀を有する躯体で振動数が小さくなる傾向があった。いずれの躯体も Y，

Z 軸方向で 5Hz 前後に卓越振動数がなく，X 軸方向で顕著であった。なお，地盤振

動を把握するため，A 漁港防波堤近傍の自由地盤振動を測定した結果，地盤振動が

5.86 Hz で卓越した。これは洗堀を有しない躯体の卓越振動数 5.71 Hz（防波堤と

直交方向）と近い値となった。そこで，地盤の影響を考察するため，地盤の H/V ス

ペクトル比を方向別に求め，防波堤と平行方向で約 5.76Hz，直交方向で約 6.20Hz

であった。卓越振動数 5.71Hz が地盤微動による影響とすれば，防波堤と平行方向

でむしろ卓越するものと推察され，このような傾向はなかったため，A 漁港での 5.71 

Hz の卓越振動は，地盤振動による影響ではなく，防波堤そのものの固有振動による

ものであると判断された。 

一方，式（5.1）は，ばね定数と質量の関係となっているため実際の構造物に適用

困難であるため，実機の理論値は，式(5.2)を用いて算出した。なお，N 値 50 の場

合の地盤反力係数

5-14)
から求めた固有振動数は，4.39 Hz であり，実測値と同程度で

あった（表 5-3 参照）。  

式(5.2)は，基礎部洗掘のため，構造物と基礎の接地面積が少なくなることで固有

振動数が減少する式となっている。この条件での実測値も減少し，式（5.2）と整合

したことから，構造物上部で固有振動数を計測することで基礎部洗堀の有無が検出

できる可能性がある。なお，計測当日の有義波高の周期は，5～6 秒程度であり，今

回の固有振動数と明らかに異なった。  
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図 5-7 A 漁港防波堤のＸ軸方向フーリエスペクトル 

（上：洗堀を有しない躯体，下：洗堀を有する躯体） 

 

 

表 5-3 A 漁港防波堤のＸ軸方向の実測値と理論値 

 

 

 

 

10
 1

10
0

10
1

10
 6

10
 5

10
 4

10
 3

周波数(Hz)

応

答

(k
in

e
*s

e
c
)

平均値

10
 1

10
0

10
1

10
 6

10
 5

10
 4

10
 3

周波数(Hz)

応

答

(k
in

e
*s

e
c
)

平均値

5.71Hz 

4.83Hz 

A漁港防波堤Ｘ軸方向 実測値 理論値*

洗堀を有する躯体 4.83

洗堀を有しない躯体 5.71

注）理論値*：N値50とした場合の固有振動数

4.39



91 
 

(2)B 漁港防波堤  

図 5-8 は，B 漁港防波堤における洗掘を有する躯体，洗堀を有しない躯体のフ

ーリエスペクトルを示したものである。図より，洗堀を有しない躯体は，明確な

ピークが確認できず，洗堀を有する躯体は，7.96 Hz が卓越した。これは，B 漁

港防波堤の振動が，防波堤と平行方向であるため，洗堀がない躯体が隣接する躯

体からの影響を強く受けたためと考えられる（図 5-8 参照）。   

また，7.96 Hz の卓越振動数は，Y，Z 軸方向では確認されず，X 軸方向で顕著

であった。B 漁港防波堤近傍の地盤振動である 6.84 Hz で卓越振動数が確認でき

なかったため，この卓越振動数が本躯体における固有振動数と考えられる。式

(5.2)での N 値を 50 とした場合の地盤反力係数

5-7) 
から求めた固有振動数が 3.48 

Hz となった。この要因として，A 漁港防波堤は基礎がマウンド上となっているの

に対し，B 漁港防波堤が直接基礎であるため，弾性体である基礎マウンド上に剛

性であるコンクリートが載っているという想定と異なっている。さらに，N 値 50

とした場合の地盤反力係数と差異があること，加えて，基礎欠陥が防波堤先端部

にあることから，防波堤と平行方向の振動では隣接躯体の影響を直接受けるため，

(5.2)式での評価と実測値には差異が生じたと考えられた（表 5-4 参照）。  
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図 5-8 B 漁港防波堤におけるＹ軸方向フーリエスペクトル 

（上：洗堀を有しない躯体，下：洗堀を有する躯体） 

 

 

表 5-4 B 漁港防波堤のＸ軸方向の実測値と理論値 

 

 

 

 

 

 

 

10
 1

10
0

10
1

10
 6

10
 5

10
 4

10
 3

周波数(Hz)

応

答

(k
in

e
*s

e
c
)

平均値

7.96Hz 

10
 1

10
0

10
1

10
 6

10
 5

10
 4

10
 3

周波数(Hz)

応

答

(k
in

e
*s

e
c
)

平均値

B漁港防波堤Ｘ軸方向 実測値 理論値*

洗堀を有する躯体 7.96

洗堀を有しない躯体 -

注）理論値*：N値50とした場合の固有振動数

3.48



93 
 

5.4 まとめ  

1 章の本研究の目的で示した 3 つの観点のうち，「③目視調査で確認できないよ

うな場所について，詳細調査に位置付けられている手法を高度化して，新たな調

査方法とする（機能診断の高度化）」の観点での検討として，防波堤基礎部洗堀の

有無を把握する固有振動法（1 点計測）の適用を検討し，本研究の範囲内におい

て，以下の結論を得た。  

1) 実際の防波堤を模した供試体を作製し，その基礎モデルとして圧縮ばねを配

置し，鉛直および水平方向の卓越振動数を計測することで，ばね個数を変化

させた条件でこれらの理論値と実測値がほぼ一致することを確認した。 

2) 既存の A 漁港施設防波堤の洗堀を有するまたは洗堀を有しない躯体で振動

特性を計測して，卓越振動数から固有振動数を特定し，洗堀を有する躯体

は，洗堀がない躯体と比較して固有振動数が減少することを確認した。 

3) 既存の A 漁港施設防波堤の水平方向における理論固有振動数を算出し，実

測値と同程度であることを確認した。  

以上より，防波堤の基礎部洗堀の有無は，構造物上部の固有振動数の実測値と

理論値を比較することで評価できることを見出した。しかしながら，B 漁港防波

堤において，隣接躯体が影響したと思われる振動数が卓越しないという現象があ

ったこと，対象施設の基礎が直接基礎で想定した地盤反力係数と異なっているこ

と，現状の理論式に浮力を考慮していないこと等から理論固有振動数と実測値に

差異が生じたと考えられる。このように，常時微動による固有振動法は，現地状

況等により適用範囲が限定されるものと考えられ，理論式の適用範囲がどの程度

になるかは，データ蓄積による検討や異なる手法の検討が必要であり，今後は，

現地試験ケースを増加させるとともに，大型模型実験併用等による知見蓄積が必

要である。  
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６章 固有振動法（2 点計測）による防波堤基礎部洗堀の６章 固有振動法（2 点計測）による防波堤基礎部洗堀の６章 固有振動法（2 点計測）による防波堤基礎部洗堀の６章 固有振動法（2 点計測）による防波堤基礎部洗堀の

規模予測 規模予測 規模予測 規模予測 

 

6.1 研究の背景と目的  

5 章で述べたように，基礎洗堀を検出するためにロッキング振動を測定する方法

は，漁港施設防波提を地盤が弾性体，その上部コンクリート構造物が剛性と仮定し，

防波堤の端部から 1/4，または 1/8 の防波堤上部の 1 点で水平方向の振動を測定し

て，その固有振動数から防波堤基礎洗堀を評価している。この固有振動法（1 点計

測）は，室内モデルでは理論値と実測値がほぼ一致し，A 漁港防波堤で洗堀を有す

る躯体が有しない躯体より固有振動数が減少し，かつこの振動数が理論値と整合す

ることを確認した。一方，先端部に洗堀があった B 漁港防波堤では洗堀を有しない

躯体の卓越振動数が不明確で固有振動数を特定できない現象があった。また，当該

施設は，理論値と実測値に差異があり，本手法は現地状況等により適用範囲が限定

されるものと考えられた。  

一方，村木ら

6-1 )
の報告に加え，5 章での室内試験や現地試験でも漁港施設防波堤

の振動系には固有振動が存在し，ロッキング振動していることが確認された。しか

しながら，前述の卓越振動数が不明確になる，または理論値と実測値に差異が出る

ことから，ロッキング振動は活用するものの，固有振動法（1 点計測）を補完また

は代替する方法を検討した。具体的には，漁港施設防波堤がロッキング振動してお

り，このロッキング中心が構造物底面中央にあると仮定すれば，その構造物の底面

反力分布を考慮すると，構造物上部の中央から同じ距離の 2 点の鉛直方向振動の変

位量が同じになると考えられる。反対にこの変位量に差があると，ロッキング中心

が構造物底面中央からずれており，このずれは地盤基礎が構造物底面と密着してい

ないことによる影響と考えることができる

6-2,3 ,4 )
。この仮定が正しいとすると，こ

の 2 点間の変位量差によって，基礎洗堀の有無だけでなく，その規模（ここでは洗

堀の大きさや深さ）も推定することが可能となる（図 6-1 参照）。  

そこで，本章では，このような考えを基に，対象施設における端部 2 点での固有

振動を測定し，鉛直方向の振幅から振動変位量を求めてその変位量差で評価する方

法を固有振動法（2 点計測）として，室内試験と現地試験によって検証した。さら

に，現地試験においては，より明確に固有振動数を把握するため，起振機を用いて
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水平方向に強制加振することで漁港防波堤におけるロッキング振動を明確に把握で

きるようにした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 漁港防波堤の平面・断面図およびロッキング模式図 
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Ｚ軸方向

防波堤平面図

Ｘ軸方向

Ｘ軸方向

Ｙ軸方向

防波堤断面図

6.2 固有振動法（2 点計測）による防波堤基礎部洗堀の規模予測  

 

6.2.1 防波堤の固有振動数理論値と室内試験による検証

 防波堤の固有振動数理論値と室内試験による検証 防波堤の固有振動数理論値と室内試験による検証

 防波堤の固有振動数理論値と室内試験による検証  

まず，固有振動法（ 2 点計測）の想定が正しいか否かを確認するために，室内試

験で検証した。丸山らは

6-5 )
，鉛直方向（Z 軸方向）の振動に着目し，供試体を上部

構造物，基礎を圧縮ばねと仮定した室内試験では鉛直方向振動が理論値と実測値で

よく一致することを報告している。一般に，実際の防波堤への外力は，地盤や波，

風があり，突発的には地震やその他の振動が挙げられる

6-2)
。また，3 次元空間に存

在する物体は，X，Y，Z 方向の並進運動とそれぞれの軸回りの回転運動が可能であ

り，自由度 6 とされる

6-3 )
。これらの振動のうち，どの振動が顕著となるかは，実際

の防波堤では検討されていないのが現状である。  

そこで，本論文では，以下に述べる想定で防波堤の固有振動を検討することとし

た。図 6-2 に示すような最も単純な防波堤を想定した場合，赤矢印で示した区画（以

下，「躯体」という）は，  X と Z 軸方向の振動が顕著になるものと考えられる。ま

た，図 6-2 で，基礎洗堀が発生し，構造物底面の接地面が減少した場合，前述の X

と Z 軸方向の振動特性が変化すると考えられる。この X 軸方向の振動は，村木ら

6-

1 )
が実際の防波堤では固有周期 0.2 秒程度のロッキング振動であること報告してい

る。よって，本論文では，この Z 軸方向および X 軸方向の 2 方向の振動に着目し

た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2 防波堤の模式図と３軸方向  
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鉛直方向（Z 軸）の振動は，固有振動数の一般式を用いて，供試体重量と圧縮ば

ねの個数分のばね係数から式 (6.2)を用いて算出した。  

   ＋Ｋ
ｖ

υ＝0・・・・・・・・・・・・ (6.1) 

M

K
f V

2

1
 ・・・・・・・・・・・・ (6.2) 

ここに，M は構造物の質量，Kv はばね定数である。  

 

 

また，水平方向（X 軸）の振動数は，村木ら

6-1)
の報告からロッキング中心を供試

体底面中央部とし，片側 10 cm 抜きは圧縮ばねが接している部分の中央部と仮定し，

式 (6.4)によって算出した．式 (6.3)，(6.4)は，水平方向の振動をロッキング振動だけ

としたとき，このロッキング中心が供試体底面，およびこの中心がずれると仮定し，

  は固有振動数，KR はロッキングばね定数，J は質量の慣性モーメントである

6-2,3,4)
。 

 

  Ｊ   
＋Ｋ

 
 ＝0 ・・・・・・・・・・・・ (6.3) 

固有振動数は，  

J

K
f R

2

1
0  ・・・・・・・・・・・・ (6.4) 

 

式 (6.2)，(6.4)によって，防波堤の固有振動数をそれぞれ算出し，室内試験で測定

した実測値と比較した。  
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記号

セメント C

細骨材 S

粗骨材 G

SP

AE

青梅産砕石 密度：2.70g/cm ,吸水率：0.62％,最大寸法：20mm

混和材料

高性能AE減水剤

 
アルキルエーテル系陰イオン界面活性剤

AE助剤 マイクロエア202

種類 物性または主成分

普通ポルトランドセメント 密度：3.16g/cm 

菊川支流産山砂 密度：2.59g/cm ,吸水率：2.18％

W C S G SP AE

Gmax

(mm)

目標

スランプ

（㎝）

s/a

単位量(kg/m ) 混和剤（C×%）

0.00510±2.5

目標

空気量

（%）

4.5±1.5

W/C

(%)

50 17245.8 344 800 986 0.3020

室内試験で用いた供試体は，一般的な実構造物における躯体の概ね 1/10 の寸法

とした。また，供試体の作製は，表 6-1 に示した材料・配合のコンクリートを用い，

400×500×600 ㎜とした。ヤング係数は，3.33×104N/m2
であり，その質量は実測で

270kg であった。底面基礎には，ばね定数が既知である（198.61N/mm／1 個あた

り）圧縮ばねを用いた。圧縮ばねは，供試体下部に 4～63 個の 7 パターンで配置

した（図 6-3 参照）。  

 

表 6-1 コンクリートの使用材料および配合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 供試体外観（左），圧縮ばねの配置（右：左上部から 4～63 個） 

 

 

 

Y 軸方向 
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感度 理論分解能 測定周波数

変位 0.2mm／Ｖ 0.06μm

速度（Ｌ）

0.O1m／s

（1kine／Ｖ）

0.3×10

-5

m/s

（0.3kine）

速度（Ｈ）

0.001m／s

（0.1kine／Ｖ）

0.03×10

-5

m/s

（0.03kine）

加速度

2m／s

2

（200Gal／Ｖ）

0.0006m／s

2

（0.06Gal）

0.2Hz～

測定は，供試体上部に小型振動計測装置（携帯用振動計 SPC-51A，（株）東京測

振社製）（以下，「速度計」という）を設置して（表 6-2 参照），静置状態での 3 成

分の振動をそれぞれのパターンごとに，サンプリング振動数 100Hz で 3 分間計測

した。なお，速度計は，短辺の供試体中央部，長辺 1/4 の  箇所に設置した（図 6-

4 参照）。  

室内試験で取得した時系列データは，高速フーリエ変換（FFT）し，得られたパ

ワースペクトルを平滑化することで卓越振動数を求めた。なお，これまでと同様に，

地盤や建物の振動の影響を排除するため，地盤や建物（床）の振動を測定し，前述

のパワースペクトルと比較して，地盤や建物の振動ではないことを確認した上で卓

越振動数を求めた。  

 

表 6-2 速度計の仕様 

 

 

 

 

 

 

* L,H はそれぞれ Low,High の意味で感度を表す  

 

  

 

 

 

 

 

 

図 6-4 供試体計測状況と圧縮ばね配置状況 
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6.2.2 固有値解析による検証

 固有値解析による検証 固有値解析による検証

 固有値解析による検証  

6.2.1 で述べた X 軸方向のロッキング振動は，この振動の中心が供試体の底面

中心にあることとしている。この想定が正しいか否かを確認するために，2 次元

有限要素法を用いた固有値解析を行った。  

 

 

6.2.3 防波堤基礎変状の規模と室内試験による検証

 防波堤基礎変状の規模と室内試験による検証 防波堤基礎変状の規模と室内試験による検証

 防波堤基礎変状の規模と室内試験による検証  

6.2.1 では，防波堤を模したモデルを用いて，基礎洗堀があることを想定し，供

試体端部から 2 点で Z 軸とＹ軸方向の振動を計測することで，理論値と実測値を

比較した。ここで，実測値との違いをより分かりやすくするために，Y 軸方向は，

振動しにくいと考えられる供試体長辺側としている。この想定では，Z 軸は圧縮

ばねの個数により，ばね定数が変化し，設置面積によって基礎洗堀の有無が確認

できる。また，この設置面積が減少することで Y 軸方向の固有振動数が小さくな

ることを意図している。仮に，基礎洗堀が存在した場合，底面中心から同距離の

2 点で振動を測定すれば，両者の振動の変位量が異なると考えられる。さらに，

両者の変位量が異なることはロッキング中心がずれているということになる。  

そこで，このような想定を確認するために，6.2.1 で用いた供試体と圧縮ばねを

用いて，室内試験を実施した。供試体底面に設置する圧縮ばねは，図 6-5 に示す

ように，全面敷詰め（63 個），片側 10cm 抜き（49 個），両側 10cm 抜き（35 個），

中央 10cm 抜き（56 個）の 4 パターンとした。  

試験は，供試体上部の 2 箇所に 6.2.1 と同じ速度計を設置して，静置状態での

Z 軸方向の振動をサンプリング振動数 100Hz で 3 分間計測した。なお，速度計

は，短辺の供試体中央部，長辺の端部からそれぞれ 1/4 に 2 箇所設置した（図 6-

6 参照）。  
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パターン①

ロッキング中心原点

（全面敷詰め）

パターン②

ロッキング中心

（中央10㎝抜き）

パターン③

ロッキング中心

（両側10㎝抜き）

0

パターン④

ロッキング中心

（片側10㎝抜き）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-5 室内試験での４パターン模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6 供試体の計測状況 
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6.2.4 現地試験による検証

 現地試験による検証 現地試験による検証

 現地試験による検証  

現地試験による検証は，3 漁港 3 施設を対象として実施した。まず，基礎洗堀

等の変状がないことが確認された 2 漁港 2 施設 4 躯体と基礎洗堀を有する躯体と

有しない躯体がある 1 漁港 1 施設 2 躯体を対象とした（表 6-3 参照）。 

 

表 6-3 対象施設とその状況 

 

 

 

 

 

 

 

A 漁港防波堤は，構造形式がコンクリート単塊式で上部工がある構造であり（図

6-7 参照），対象スパンは，基礎捨石マウンド上に躯体の幅 3.2ｍ×高さ 5.6ｍ×長

さ 5m（スパン 13，14）と幅 4.6ｍ×高さ 5.6ｍ×長さ 5ｍであった（スパン 20，

21）（図 6-8 参照）。ここで，A 漁港防波堤のスパン 13, 14 やスパン 20, 21 とし

ているのは，対象施設の上部工が分かれており，本体工は１つであるものをこの

ように表記した。  

B 漁港防波堤は，構造形式がケーソン式で上部工がない構造であり（図 6-9 参

照），対象スパンは，基礎捨石マウンド上に躯体の幅 11.5ｍ×高さ 8.45ｍ×長さ

10m の隣接する 2 スパン（10，11）とした（図 6-10 参照）。  

A，B 漁港防波堤の基礎は，いずれもマウンド式であり，直近で実施された機能

診断でいずれも基礎洗堀等の変状がないことが確認されていた。  

C 漁港防波堤は，構造形式がコンクリート単塊式で上部工がない構造であり（図

6-11 参照），対象スパンは，基礎捨石マウンド上に躯体の幅 4.1ｍ×高さ 6.35ｍ×

長さ 5m の隣接する 2 スパン（躯体１（No.1），躯体２（No.2））とした（図 6-12

参照）。C 漁港防波堤は，躯体 1（No.1）が洗堀を有しない，躯体 2（No.2）が洗

堀を有するものであった。先端部の躯体 2（No.2）は，図 6-13 のように，基礎部

に欠陥があった（本体工 1×1.2×1.3ｍ欠損）。 

漁港施設名 構造形式 対象躯体 基礎形式 基礎状態

スパン13，14 欠陥なし

スパン20，21 欠陥なし

スパン10 欠陥なし

スパン11 欠陥なし

躯体１（スパンNo.1） 欠陥なし

躯体２（スパンNo.2） 欠陥あり

Ａ漁港防波堤

コンクリート単塊式

上部工あり

マウンド

式

Ｂ漁港防波提

ケーソン式

上部工なし

Ｃ漁港防波堤

コンクリート単塊式

上部工なし
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防波堤：スパン1 35

スパン13,14

スパン20,21

陸側

海側

 

 

 

 

 

 

 

図 6-7 Ａ漁港防波堤の外観と対象躯体の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8 Ａ漁港防波堤の標準断面図 

（上：スパン 13,14、下：スパン 20,21） 

水平方向単位：ｍ

ｍ 

水平方向単位：ｍｍ 

鉛直方向単位：ｍ 
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陸側海側

防波堤：スパン1 14

スパン10,11

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-9 Ｂ漁港防波堤の外観と対象躯体の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-10 Ｂ漁港防波堤の標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ｍ 
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図 6-11 Ｃ漁港防波堤の外観と対象躯体の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-12 Ｃ漁港防波堤の標準断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：ｍ 
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図 6-13 Ｃ漁港防波堤の躯体２（No.2）における欠陥状況 

 

  

本体工欠損（高さ 1.0ｍ）  
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起振機形式 SSV-125ME

最大加振力 588N（60kgf）

周波数範囲 0.1～100Hz

起振方向 水平方向

最大加速度 無負荷14.7m/s2

最大変位 80mmp-p

電源 AC100V単相

可動部質量 40kg

寸法 W224×D374×H184mm

対象施設の全ての躯体上部で，起振機（サンエス社製の永久磁石起振機 SSV-

125ME）を用いて（図 6-14 参照），水平方向に振動数を 10 ケース程度変えて強

制加振し、振動を 1 分間ずつ計測した。計測は，6.2.1 や 6.2.3 と同じ 2 台の速

度計を用いて行い，起振機と速度計の配置は，図 6-15 に示すとおりとした。 

前述したように，現地試験において起振機を用いたのは，漁港施設防波堤の躯

体を強制加振することによって，より明確なロッキング振動を把握するためであ

る。なお，加振に用いた起振機は，今回検討した振動数帯においてフラットな加

振力特性（最大加振力 490N 以上）を有し，この加振によって，十分な応答が得

られるかを確認した上で選定した。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-14 起振機の外観と基本仕様 
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図 6-15 計測概要（上：配置平面図，中：配置立体図，下：計測状況） 
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6.3 結果と考察  

 

6.3.1 防波堤の固有振動理論値と室内試験による検証

 防波堤の固有振動理論値と室内試験による検証 防波堤の固有振動理論値と室内試験による検証

 防波堤の固有振動理論値と室内試験による検証  

(1)鉛直方向（Ｚ軸方向）の振動  

 供試体底面に配置する圧縮ばね 4～63 個とした場合の鉛直方向（Z 軸方向）の

振動の理論値は，式 (6.2)によって，圧縮ばね個数分のばね定数と供試体質量から

それぞれ算出した。実測値は，計測したデータを高速フーリエ変換（FFT）し，

得られたパワースペクトルから卓越振動数を求めた。なお，計測した室内施設近

傍の地盤振動も同様に卓越振動数を求め，それぞれの実測値が地盤振動と異なる

ことを確認した。  

理論値と実測値の関係は，図 6-16 に示すとおりであり，圧縮ばねの個数が増加

すれば固有振動数も増加する傾向は， 4～48 個までの固有振動数が両者とほぼ同

じであった。圧縮ばね 63 個で実測値は，理論値より若干小さくなり，これは供試

体底面の全面に敷詰めた場合，最外周のばねが供試体よりはみ出すため，ばね定

数が異なったことによるものと考えられる。  

以上より，Z 軸方向（防波堤鉛直方向）の振動は，式 (6.2)で再現でき，従来言

われているように，基礎のばね定数と構造物質量に依存することを確認した。  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-16 Ｚ軸方向における理論値と実測値の関係  
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(2)水平方向（Ｘ軸方向）の振動  

水平方向（X 軸方向）振動の理論値は，式 (6.4)を用いて，ロッキング中心が供

試体底面中央にあると仮定した回転剛性 KR，および慣性モーメント J を式 (6.5)

および (6.6)で算出した。ここで，a は供試体横幅，b は供試体奥行，h は供試体高

さ，ρ は単位容積質量とした。 

実測値は，鉛直方向（Z 軸方向）の振動と同様に卓越振動数を求めた。理論値

と実測値は，図 6-17 のとおりであり，圧縮ばね 48 個の場合，理論値よりわずか

に小さい値となったものの，ほぼ同じ固有振動数となった。  

以上より，Ｘ軸方向（防波堤の水平方向）の振動は，式 (6.4)，(6.5) ，(6.6)によ

って，再現できることを確認した。 

12433

33
2/

2/

3
2/

2/

2 bakabkbk
dbkK vva

a

v
a

a
vR

・・・ (6.5) 

312
)(

22

0

2/

2/

22 ha
MzydydzbJ

h a

a

・・・・・ (6.6) 

ここで， abhM とした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-17 Ｘ軸方向における理論値と実測値の関係 
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6.3.2 固有値解析による検証

 固有値解析による検証 固有値解析による検証

 固有値解析による検証  

水平方向（X 軸方向）のロッキング振動は，この振動の中心が供試体の底面中

心にあることを想定しており，この想定を確認するために，2 次元有限要素法を

用いた固有値解析を行った。  

図 6-18 に結果の一例として，幅 4m，高さ 6m のコンクリートブロックが高さ

2m の基礎地盤上に設置されている場合の 1 次の固有振動モードを示す（〇印が

ロッキング中心）。ここで，コンクリートブロックの単位容積質量＝2,300kg/m3 ，

ヤン グ 係数＝ 4× 1010N/m2 ，ポアソン比＝ 0.25 ， 地 盤 の単位体 積質量＝

1,800kg/m3 ，地盤のポアソン比＝0.45 である。  

本解析では，基礎部の地盤として N 値を 50 と仮定しており，通常，コンクリ

ート部と基礎地盤部の剛性の違いが大きいことから，ロッキング中心は基礎底面

レベルに近いところに位置するものと考えられる。  

以上より，固有値解析によって，ロッキング振動の中心は，供試体底面の中心

にあることが確認でき，沿岸構造物を模した室内モデルでの式 (6.2)の適用は妥当

といえる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-18  防波堤の固有振動モードの例（ )(63.50 Hzf ） 
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6.3.3 防波堤基礎洗堀の規模と室内試験による検証

 防波堤基礎洗堀の規模と室内試験による検証 防波堤基礎洗堀の規模と室内試験による検証

 防波堤基礎洗堀の規模と室内試験による検証  

 6.3.1 より，供試体における水平方向（X 軸方向）の振動は，ロッキング中心を

供試体底面中央にあると仮定した理論値と実測値が整合することが確認された。

ここでは，このロッキング振動を活用して，防波堤基礎洗堀の規模を把握する方

法を室内試験で検証した。  

 底面に圧縮ばねを配置した供試体がロッキング振動しており，このロッキング

中心が構造物底面中央にあると仮定すれば，その構造物の底面反力分布を考慮す

ると，構造物上部の中央から同じ距離の 2 点の鉛直方向振動の変位量が同じにな

る。反対にこの変位量に差があると，ロッキング中心が構造物の底面中央からず

れており，このずれは地盤基礎が構造物底面と密着していないと考えることがで

きる

6-2,3,4)
。この仮定が正しいとすると，この 2 点間の変位量差によって，基礎

洗堀の有無だけでなく，その規模（ここでは洗堀の大きさや深さ）も推定するこ

とが可能となる  

 図 6-19 は，供試体による 2 点計測の測定箇所や底面反力分布，およびこのと

きの鉛直変位量を模式図に示したものである。ロッキング中心が 6.3.1 のように

全て供試体底面中央にある場合，この中心から同距離（ここでは，それぞれ長辺

の 1/4）で測定すれば，2 地点の鉛直変位は，同振幅で逆位相になるはずである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-19 供試体 2 点計測の底面反力分布と鉛直変位量の関係のイメージ  

2ch

鉛直変位量

底面反力分布

1ch測定箇所 2ch測定箇所

供試体底面部（ここでは長辺方向）

ロッキング中心

1ch

鉛直変位量
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表 6-4 にそれぞれの供試体における鉛直変位量を示した。鉛直変位量は，2 点

の測定箇所における振動波形を鉛直変位に換算して算出した。  

表より，全面敷詰め（63 個），両側 10cm 抜き（35 個），中央 10cm 抜き（56

個）では，若干の違いがあるものの，1ch と 2ch の鉛直変位量がほぼ同じとなっ

た。一方，片側 10cm 抜きについては，1ch＝0.100mm，2ch＝0.059mm となり，

両者に明らかな差が確認された。両者の値より，ロッキング中心を算出すると，

片側 10cm 抜きでは，供試体中心から圧縮ばねを除いた方向に 6.25cm ずれた位

置にあることが確認された。このことは，基礎洗堀が発生して，供試体が基礎と

接地していない場合，ロッキング中心は接地面に沿って，ずれることとなり，特

に洗堀が顕著な場合には，2 地点の鉛直変位は振幅の異なる値が観測される可能

性もある。また，基礎の欠損（洗堀）に伴うロッキング中心の移動現象に着目し

た防波堤鉛直変位観測を活用すること（構造体上部で中心からの同一距離での 2

地点 Z 軸方向の振動計測）で構造物基礎部の洗堀の規模を推定できる可能性を示

すものである。  

 

表 6-4 供試体におけるそれぞれの条件での鉛直変位量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ｃｈ ２ｃｈ

全面敷詰め（圧縮ばね63個） 0.0525 0.0514 0.0011

片側10cm抜き（圧縮ばね49個） 0.1002 0.0590 0.0412

両側10cm抜き（圧縮ばね35個） 0.1122 0.1307 0.0185

中央10cm抜き（圧縮ばね56個） 0.0604 0.0563 0.0041

鉛直変位量（ｍｍ）

変位量差

（ｍｍ）
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6.3.4 現地試験による検証

 現地試験による検証 現地試験による検証

 現地試験による検証  

6.3.3 の室内試験で確認された方法を用いて，現地試験で検証した。  

A，B 漁港防波堤における各躯体は，3.6～4.2Hz で加振したときに共振してい

ることが確認され，その時の水平方向（X 軸）と鉛直方向（Y 軸）の時刻歴波形

は，図 6-20，6-21 に示すとおりである。図より，双方の振動が概ね逆位相を示し

ており，起振機によって，漁港施設防波堤が強制振動し，ロッキング振動してい

ることが確認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-20  Ａ漁港防波堤スパン 20，21 の水平方向，鉛直方向の時刻歴波形  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-21  Ｂ漁港防波堤スパン 10 の水平方向，鉛直方向の時刻歴波形  
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このようなロッキング振動しているときの A 漁港防波堤と B 漁港防波堤の各

スパンにおける 2 点の鉛直変位量（mm）と 2 点間の変位量差（mm）は，表 6-

5 のとおりである。表より，2 点間の変位量差は確認されず，強制振動によって

共振した状態であっても 2 点の Z 軸方向の変位量が同じということは，ロッキ

ング中心が構造物底面の中心にあることを示している。 

 

表 6-5 Ａ，Ｂ漁港防波堤における各躯体の鉛直変位量差  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1ch 2ch

スパン13.14（3.6Hz） 0.00009 0.00009 0.00001

スパン20.21（4.2Hz) 0.00010 0.00013 0.00003

スパン10（3.5Hz） 0.00009 0.00010 0.00001

スパン11（3.5Hz） 0.00022 0.00023 0.00001

鉛直変位量（ｍｍ） 変位量差

（ｍｍ）

Ａ漁港

Ｂ漁港

漁港名 躯体（加振振動数）
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一方，C 漁港防波堤における躯体 1(スパン No.1)の共振振動数は，6.0Hz であ

り，躯体 2（スパン No.2）の共振振動数は，5.6Hz であった。このときの躯体２

（スパン No.2）における水平方向と鉛直方向の時刻歴波形は，図 6-22 に示すと

おりであり，水平方向と鉛直方向の振動が概ね逆位相を示し，ロッキング振動し

ていることが確認できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-22 Ｃ漁港防波堤 No.2 の水平方向，鉛直方向の時刻歴波形（5.6Hz 起振） 

 

共振振動しているときの各躯体における 2 点の鉛直変位量（mm）と 2 点間の

変位量差（mm）は，表 6-6 のとおりである。表より，基礎洗堀がある躯体がない

躯体と比較して，明らかな変位量差が生じている。なお，これら鉛直変位量は，

室内試験と同様に，2 点の測定箇所における振動波形を鉛直変位に換算して算出

している。  

 

表 6-6 対象施設における鉛直変位量差  
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１ｃｈ ２ｃｈ

躯体１（No.1） 洗堀を有しない 0.00136 0.00152 0.00016

躯体２（No.2） 洗堀を有する 0.00259 0.00148 0.00111

鉛直変位量（ｍｍ）

変位量差

（ｍｍ）
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表より，C 漁港防波堤における躯体短辺方向は，4.15m であるため，前述の変

位量差より，ロッキング中心を算出すると，欠損がない側に 0.565ｍ程度ずれて

おり，4.15ｍのうち底面と接しているのが 2.85ｍであり，これが躯体２（スパン

No.2）の変位量差に影響したものと考えられる（図 6-23 参照）。  

以上より，3 漁港 3 施設の現地試験によって，起振機による強制加振を用い，

防波堤をロッキング振動させ，防波堤上の端部 2 点間の鉛直変位量差を把握し，

基礎を評価する方法について，現地漁港施設防波堤でも適用可能であることが確

認された。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-23 変位量から算出したロッキング中心  
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6.4 まとめ  

1 章の本研究の目的で示した 3 つの観点のうち，「③目視調査で確認できないよ

うな場所について，詳細調査に位置付けられている手法を高度化して，新たな調

査方法とする（機能診断の高度化）」の観点での検討として，漁港施設防波堤にお

ける基礎洗堀の規模（深さ）を予測することを指向した固有振動法（2 点計測）

の適用を検討し，本研究の範囲内で，以下の結論を得た。  

1) 室内試験による基礎を想定した圧縮ばねの配置を変化させた供試体を用い，

その振動特性のうち，Z 軸方向（防波堤鉛直方向）の振動は，理論値と高い

相関を示した。室内試験による 2 点変位量差がロッキング振動理論値とほぼ

一致することを確認し，これより圧縮ばねの欠損数（洗堀深さ）を推定でき

ることを示した。 

2) 固有値解析によって，ロッキング振動の中心が供試体底面の中心付近にある

ことを確認し，室内モデルでの理論値の適用は妥当であることを示した。 

3) 基礎洗堀がない 2 施設（4 躯体）と洗堀欠陥が既知である 1 施設（2 躯体）

で本手法を適用し，前者はロッキング振動していることを確認した上で 2 点

の変位量差がなく，後者は実機の洗堀規模（1～1.3m）に対応してロッキン

グ中心が洗堀規模に影響されてずれることを確認し，本手法が実機の基礎洗

堀の予測に適用できることを見出した。 

以上より，防波堤での 2 点計測によって，洗堀の鉛直変位量差を比較し，基礎

洗堀の規模を推定できることを見出した。今後は，現地での検証も踏まえ，立地

場所，構造形式，建設年次が異なるデータを蓄積することが重要である。  
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5 章で検討した常時微動による固有振動法（1 点計測）は，現地状況等によって

固有振動数の特定が困難なこともあったため，今回検討したような起振機による

強制加振の方が卓越振動数や変位量差も明確であると考えられる。今後，実機へ

の適用は，現地状況やノイズの影響もあるため，起振機を用いた振動計測が望ま

れる。  

本章で検討した固有振動法（2 点計測）の実用化にあたっては，起振機を用いる

こと，および 5 章で述べた 1 点計測も含めたデータ蓄積を進めることが効率的で

あると考える。つまり，固有振動法として 1 点計測と 2 点計測を同時に実施する

ことである。また，本法の適用にあたっては，躯体中央で強制加振させ，2 点×3

軸（X，Y，Z 軸）で測定することで，水平方向（X 軸）の固有振動数による評価，

２点での鉛直方向（Y 軸）の変位量差による評価を合わせて実施することが可能

である。また，図 6-24 に示すように，測線を 3 測線程度とすることで基礎洗堀の

場所に偏りがあっても対応できるものと考えられる。さらに，漁港施設に多い先

端部の基礎洗堀の場合，水平方向の法線方向（Y 軸）の固有振動数が有用となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-24 固有振動法による測定手順例 

 

  

測線２ 測線３

Ｌ

速度計

速度計配置は、測線１⇒測線２⇒測線３の順

起振機

測線１

Ｌ/2

Ｌ/4
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適用性検討方法 検討年度 都道府県 漁港名

平成19年度 神奈川県 小田原漁港

平成20年度 長崎県 奈留漁港

平成21年度 富山県 滑川漁港

平成22年度 岡山県 寄島漁港

平成23年度 千葉県 銚子漁港

平成19年度 神奈川県 小田原漁港

平成20年度 長崎県 奈留漁港

平成21年度 富山県 滑川漁港

平成22年度 岡山県 寄島漁港

平成23年度 千葉県 銚子漁港

新潟県 筒石漁港

新潟県 能生漁港

平成25年度 青森県 宇鉄漁港

平成28年度 神奈川県 三崎漁港

千葉県 鴨川漁港

新潟県 筒石漁港

千葉県 鴨川漁港

新潟県 筒石漁港

神奈川県 三崎漁港

神奈川県 三崎漁港

神奈川県 金田漁港

青森県 牛滝漁港

平成24年度

衝撃弾性波法（同一面速度計測）

機械インピーダンス法

（反発度法，圧縮強度試験含む）

平成29年度衝撃弾性波法（透過法）

平成30年度

固有振動法（1点計測，2点計測）

平成29年度

第第第第 7 章 結論章 結論章 結論章 結論  

 

平成 20 年度以降，水産基盤施設ストックマネジメント事業による漁港施設の機

能診断が進められているものの，これらの機能診断には以下の課題がある。 

①従来の目視調査を工夫することで，詳細調査を行わない，または詳細調査の

対象箇所等を減少させる（機能診断の効率化） 

②詳細調査に位置付けられている手法を簡易化し，目視調査と同時に実施でき

るようにする（機能診断の簡易化） 

③目視調査で確認できないような場所について，詳細調査に位置付けられてい

る手法を高度化して，新たな調査方法とする（機能診断の高度化） 

 本論文では，①～③の観点で新たな診断手法の既存漁港施設への適用を検討した。

具体的には，室内試験による検討と実機の漁港施設への適用検証を機械インピーダ

ンス法，衝撃弾性波法（透過法）,固有振動法（1 点計測），固有振動法（2 点計測）

の 4 つの診断方法について検討している。 

 筆者は，これら非破壊試験手法の既存漁港施設への適用に取組んでおり，本研究

以外でも全国で既存漁港施設での現地試験を実施してきた。本論文に関連する診断

手法の適用のための現地試験は，以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に，本研究より得られた結論を各章ごとに要約し，本論文の結論とする。  



 
124 

 

第 2 章では，漁港施設の既存ストックが総延長 6,451km に達し，外郭施設，輸送

施設，係留施設が漁港施設の主要施設であること，これらが順次，更新を迎えると

これらの費用捻出が困難となることがわかった。また，施設の性能が低下した A は，

鋼構造の方が多いものの，コンクリート構造の施設数が多いこと，老朽化が早い施

設は，沈下や空洞等，目視では発見や全体把握が困難なものが大きな比率であるこ

とがわかった。前述した①～③の 3 つの観点で，これらに対応する機械インピーダ

ンス法，衝撃弾性波透過法，固有振動法（1 点計測， 2 点計測）の 3 手法について，

関連する既存知見を整理した。 

 

第 3 章では，前述の「①従来の目視調査を工夫することで，詳細調査を行わない，

または詳細調査の対象箇所等を減少させる（機能診断の効率化）」および「②詳細調

査に位置付けられている手法を簡易化し，目視調査と同時に実施できるようにする

（機能診断の簡易化）」の観点で，ハンマーでコンクリートを打撃し，そのときに得

られる打撃応答波形から圧縮強度を推定する機械インピーダンス法の漁港施設への

適用を検討した。その結果，本研究の範囲内で以下の結論を得た。  

1) 反発度法は，コアによる平均圧縮強度試験結果より，推定強度が低い傾向があ

った。また，研磨前後の差が大きく，既存漁港施設への適用は，JIS 等で指摘

されているように，研磨が必須であり，測定点数を多くし，また構造形式や建

設年次ごとにコアによる圧縮強度を併用する等が必要である。 

2) 機械インピーダンス法は，反発度法より，表面に骨材が露出する状態の場所に

留意しつつ，今後も継続的なデータ蓄積や施設ごとのキャリブレーションを伴

いながらも，±20%程度の誤差を許容すれば，研磨しなくとも推定強度がコアに

よる平均圧縮強度試験結果と近いことを確認した。また，定量的なデータが蓄

積できるため，打撃応答波形を考慮した圧縮強度との関係式によって，更なる

精度向上が期待され，事前の研磨が不要な簡易圧縮強度推定法として活用でき

るものと考えられる。 

以上より，機械インピーダンス法による漁港施設への適用について，室内試験に

よる検証を行うとともに，実際の漁港施設における検証を行って，打撃応答波形を

考慮した推定圧縮強度を算出し，より圧縮強度試験結果と相関が高い換算式を提示
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した。 

 

第 4 章では，前述の「③目視調査で確認できないような場所について，詳細調査

に位置付けられている手法を高度化して，新たな調査方法とする（機能診断の高度

化）」の観点での検討として，衝撃弾性波法（透過法）による漁港施設への適用を検

討した。その結果，本研究の範囲内で以下の結論を得た。 

1) 内部欠陥があることを想定した供試体を用いて，健全部と不健全部それぞれで透

過法弾性波法を適用し，内部欠陥の有無によって弾性波速度とパワー伝送比が増

減することを確認した。 

2) 透過法弾性波を測定する方法によって，弾性波速度とパワー伝送比という 2 つ

の指標で評価する方法を室内試験で検討し，前者が 4,300 m/s，後者が 10.0 dB

の交点で評価できることを確認した。さらに，室内試験で見出した評価方法を現

地構造物に適用し，評価基準とする数値が変わるものの，概ね適用できることを

確認した。 

ただし，今回の現地試験は，内部欠陥が表面からわかる変状で疑似的に実施した

ため，内部欠陥自体の実証とまでは言えない。今後，内部欠陥が既知の施設で実証

が必要であると言える。また，パワー伝送比は距離減衰の影響を受けやすいと考え

られるため，様々な構造形式でのデータを蓄積し，減衰係数等を求める必要がある。 

 

第 5 章では，前述の「③目視調査で確認できないような場所について，詳細調査

に位置付けられている手法を高度化して，新たな調査方法とする（機能診断の高度

化）」の観点での検討として，防波堤における固有振動数を測定し，不可視部である

基礎の健全性を評価する固有振動法（1 点計測）を検討した。その結果，本研究の

範囲内で以下の結論を得た。 
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1) 実際の防波堤を模した供試体を作製し，その基礎モデルとして圧縮ばねを配置

し，鉛直および水平方向の卓越振動数を計測することで，ばね個数を変化させた

条件でこれらの理論値と実測値がほぼ一致することを確認した。 

2) 既存の A 漁港施設防波堤の洗堀を有するまたは洗堀を有しない躯体で振動特

性を計測して，卓越周波数から固有振動数を特定し，洗堀を有する躯体は，洗堀

がない躯体と比較して固有振動数が減少することを確認した。 

3) 既存の A 漁港施設防波堤の水平方向における理論固有振動数を算出し，実測

値と同程度であることを確認した。  

以上より，防波堤の基礎部洗堀の有無は，構造物上部の固有振動数の実測値と理

論値を比較することで評価できることを見出した。しかしながら，B 漁港防波堤に

おいて，隣接躯体が影響したと思われる振動数が卓越しないという現象があったこ

と，対象施設の基礎が直接基礎で想定した地盤反力係数と異なっていること，現状

の理論式に浮力を考慮していないこと等から理論固有振動数と実測値に差異が生じ

たと考えられる。このように，常時微動による固有振動法は，現地状況等により適

用範囲が限定されるものと考えられ，理論式の適用範囲がどの程度になるかは，デ

ータ蓄積による検討や異なる手法の検討が必要であり，今後は，現地試験ケースを

増加させるとともに，大型模型実験併用等による知見蓄積が必要である。 

 

第 6 章では，前述の「③目視調査で確認できないような場所について，詳細調査

に位置付けられている手法を高度化して，新たな調査方法とする（機能診断の高度

化）」の観点で，漁港施設防波堤における基礎洗堀の規模（深さ）を予測することを

指向した固有振動法（ 2 点計測）を検討した。本手法は，漁港施設防波堤がロッキ

ング振動していることが確認されたものの，卓越振動数が不明確になる，または理

論値と実測値に差異が出る場合があったため，固有振動法（1 点計測）を補完また

は代替する方法として検討した。その結果，本研究の範囲内で以下の結論を得た。 
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1) 室内試験による基礎を想定した圧縮ばねの配置を変化させた供試体を用い，その

振動特性のうち，Z 軸方向（防波堤鉛直方向）の振動は，理論値と高い相関を示

した。室内試験による 2 点変位量差がロッキング振動理論値とほぼ一致すること

を確認し，これより圧縮ばねの欠損数（洗堀深さ）を推定できることを示した。 

2) 固有値解析によって，ロッキング振動の中心が，供試体底面の中心付近にあるこ

とを確認し，室内モデルでの理論値の適用は妥当であることを示した。 

3) 基礎洗堀がない 2 施設（4 躯体）と洗堀欠陥が既知である 1 施設（2 躯体）で本

手法を適用し，前者はロッキング振動していることを確認した上で 2 点の変位

量差がなく，後者は実機の洗堀規模（1～1.3m）に対応してロッキング中心が洗

堀規模に影響されてずれることを確認し，本手法が実機の基礎洗堀の予測に適用

できることを見出した。 

以上より，防波堤での 2 点計測によって，洗堀の鉛直変位量差を比較し，基礎洗

堀の規模を推定できることを見出した。今後は，現地での検証も踏まえ，立地場所，

構造形式，建設年次が異なるデータを蓄積することが重要である。  

5 章で検討した常時微動による固有振動法（ 1 点計測）は，現地状況等によって固

有振動数の特定が困難なこともあったため，今回検討したような起振機による強制

加振の方が卓越振動数や変位量差も明確であると考えられる。今後，実機への適用

は，現地状況やノイズの影響もあるため，起振機を用いた振動計測が望まれる。  

本章で検討した固有振動法（ 2 点計測）の実用化については，起振機を用いるこ

と，および 1 点計測も含めたデータ蓄積を進めることが効率的である。つまり，固

有振動法として 1 点計測と 2 点計測を同時に実施する。具体的には，躯体中央で強

制加振させ，2 点×3 軸（X，Y，Z 軸）で測定することで，水平方向（X 軸）の固

有振動数による評価， 2 点での鉛直方向（Y 軸）の変位量差による評価を合わせて

実施することが可能である。また，測線を複数とすることで基礎洗堀の場所に偏り

があっても対応できるものと考えられる。さらに，漁港施設に多い先端部の基礎洗

堀の場合，水平方向の法線方向（Y 軸）の固有振動数が有用となる。  
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